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世界水パートナーシップ (Global Water Partnership: GWP) は、水資源管理に関与するすべての

組織に開かれた国際的ネットワークであり、統合水資源管理（Integrated Water Resources 

Management: IWRM）の促進を目的として 1996 年に創設された。 

 

International Water Law Research Institute (IWLRI) はダンディー大学において、高水準の研究と
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 本書は、WMO/GWP 洪水管理連携プログラムの一環として刊行される洪水管理政策シリーズの

一部をなす。このシリーズは、洪水管理政策の経済的側面、環境側面、法的・制度的側面、社会的

側面を含めたさまざまな側面に関する刊行物から構成される。本シリーズは、各刊行物のために集

められた専門家のグループによる指導やアドバイス、そして自然資源管理と開発政策の分野を主

導する部門の専門家との会議や直接の意見交換での幅広い評価や協議の過程を踏まえて作成さ
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前文 
 

 洪水と法律は、二つのかけ離れた項目であり、一見したところ、まったく関連がないように

思われる。しかし、本書で説明するように、地方の規制（国内／全国レベル）から国際条約

（国際／主権国家レベル）に至るまで、実際に適用されている法律を理解することなく、洪

水を効果的に管理することはできない。現在、開発途上国と先進国を含む世界中で、洪水

が重大かつ複雑な課題を引き続き提起しているときに、国際社会はいかにして、さらに効

果的にこれらの要求に取り組むことができるであろうか。 

 

 統合洪水管理（Intergrated Flood Management:IFM）は、さらに広義の統合水資源管理

（IWRM）に包含された概念として発展したが、同時に統合洪水管理としての明確な特色及

び実践を伴う。統合洪水管理の目的は、氾濫原をもっとも効率的に利用すると同時に、洪

水による人命損失を最小限に抑えることであり、この手法は洪水に対する社会の見方を根

底から転換するものである。すなわち、洪水を制御不可能な自然の循環の一部としての脅

威とみなし、「制御を必要とするもの」として取り組むことから、洪水を広範な自然事象の一

部とみなし、氾濫原や関連生態資源などの有益な要素をもたらすものと考え、「管理を必要

とするもの」として取り組むことまでを含めるものである。 

 

 IFM の実施に向けた取組みを行ううちに、理論および実践において明らかになったのは、

多数の専門分野にわたって、広範囲に及ぶ学際的かつ多部門の知見が必要なことである。

これに関して、効果的な調整の仕組みが現実に必要とされている。この仕組みとはすなわ

ち、すべての関係者および利害関係者からの知見を特定し、収集し、活用することができる

なんらかの手段または媒体である。本書の根底にあるのは、この任務の達成を確実にする

ための枠組みを「法律」によって提供することが可能だという考えである。洪水管理のため

の透明かつ予測可能な仕組み（法的規則や制度）の確立をはじめとする有効な法的枠組

みは、すべての利害関係者の利害を特定し、保護するものである。法的枠組みによる使命

の下で、政府が国内または国際的な場で組織的に対応することが明確となり、また政府の

行動の動機付けとなる。上述した新しい概念による取り組みは、例えば洪水が、氾濫原に

依存する生態系を維持するような有益な側面もあると認識した上で、法的枠組みのもと具

体化され得るものである。このような枠組が、潜在的に競合している利害を特定し、均衡の

取れたものとする方法を提供する。 

 

 本書は、どのように洪水と法律について一つの一貫した調査として取り組んでいくのかと

いうことに関し、学際的な調査団に多くの課題を与えた。しかしこれらの課題は歓迎され、

改革の基盤が作られることとなった。本文は、統合洪水管理に関して（水）法の役割を検証

する最初の取組みである。その結果、さらに詳しく調査をする対象となるベストプラクティス

（優秀事例）を特定することも含め、当該分野において必要となる共通の領域を網羅的に調

査することになった。最終的な内容はその対象を主に最前線にいる人々－政策立案者、洪

水管理者、および法律専門家、すなわちＩＦＭの策定責任を担う人々－に定めて作成された。

これらすべての関係者は、この「既成概念から離れて考える」取組みに着手し、学問分野や

所属部門を超えて、より前向きに取り組むことが期待される。 

 本調査は、従来からの継続的な問題を利用して新たな解決策を見出す方法を、政府およ

び利害関係者に示すための一助となることが望まれる。統合洪水管理は、法律を不可欠な

中心的要素として捉え、実用的な概念を提供する。その概念は、従来よりも包括的かつ有
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効な洪水管理の取り組みを開発するために利用できるものである。この新たな構想にもと

づいて、世界気象機関（WMO）と世界水パートナーシップ（GWP）の共同計画である洪水管

理連携プログラムは、発展を続ける IFM の概念の積極的な採用および詳細調査の推進の

ために、ダンディー大学 International Water Law Research Institute（IWLRI）と提携した。こ

こに示される重要なメッセージは、すべての利害関係者に加えて、とくに政策立案者および

立法者に伝えなければならない。本書では、このメッセージの基本となる出発点として IFM

の分野における水法、政策、および科学の相互の接点に関する具体例を提供している。も

し我々が将来新たな現実の難題に立ち向かう時には、新たな協力関係を見つけなければ

ならない。我々は皆で共に、部門や学問分野を超えて連携し協力するための新たな進路を

見出すとともに、法律を必要不可欠な要素として含めるとともに、全ての関係者の要望を認

識しつつ、統合洪水管理の現場での運用実現を目指して行こうではないか。それは、私た

ち皆が立ち向かわなければならない課題である。 

 

 

ダンディー大学 

International Water Law Research Institute 所長 

Patricia K. Wouters 

 

世界気象機関 

水文・水資源部部長 

Avinash C. Tyagi 
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要約 
 

 氾濫原は、常に、定期的に洪水にさらされてきた。これらは生計を維持するために欠かせ

ない重要な水資源や、肥沃な農業用地をもたらしている。洪水は、湿地帯の再生や地下水

の涵養に主要な役割を果たし、また農業および漁業の維持における重要な要素でもある。

このことによって、氾濫原は、人間の定住地と、それに関連する経済活動の確立に望まし

い地域となっている。しかし洪水は、氾濫原の定住者の生命および生計に悪影響をもたら

すこともあり、ときには大災害を招く場合もある。 

 

 統合洪水管理（IFM）は、洪水管理の連携プログラム（APFM）の枠組みの中で、世界水パ

ートナーシップ（GWP）および世界気象機関（WMO）により構想された。これは定期的な洪水

がもたらす恩恵、氾濫原の重要性および氾濫原が直面している開発需要の増大を認識す

ると同時に、河川流域社会が持続可能な開発の達成を目指す場合には、洪水の破壊的な

性格を最小限に抑えなければならないという現実を踏まえている。 IFM は、統合水資源管

理（IWRM）の枠組みの中で、洪水管理に関係する土地および水資源の開発を統合するも

のである。流域管理に関して IFM が目指しているのは、氾濫原の効率的な活用、河川流域

における豊かな生態系の維持、ならびに洪水被害を低減するための適正な土地利用管理

および洪水管理システムの確立である。 

 

 洪水管理の統合的な取り組みにおいては、さまざまな専門分野、政府省庁、およびさまざ

まな社会部門の相互交流を必要とする。IFM の取り組みを効果的に行うためには、さまざま

な利害関係者の活動の間に相乗効果が生まれることが必要である。秩序ある改革のため

の原動力としての法律は、地方、地域、全国、および国際的なレベルにおける IFM の有効

な実施においてきわめて重要な役割を果たすと考えられる。この取り組みにおいては、制

度および専門分野の枠を超えた調整と協力を確保するために、多様な関係者によってさま

ざまな役割が演じられることが期待される。政府レベルでは、全国、地域、または地方を問

わず、意思決定が洪水管理および洪水調節に及ぼす影響を考慮して調整されなければな

らない。この洪水管理を「主流とする方法 (mainstreaming)」は、数多くの政府機関の参加

を必要とすることとなるであろう。たとえば、国土計画および土地利用（利用者および計画

者）、排水、建築規制、環境保全および影響調査、利害関係者の参加、気象・水文予警報、

民間防衛などの管轄機関である。政策決定レベルにおいては、これらの関連省庁や機関

がそれぞれの領域を超えて連携することが必要である。それと同時に縦の統合－全国計

画、制度や政策ならびに地方代理機関の調整－も考慮しなければならない。個人の意見

は、利害関係者の参加を確実なものとし、また地方の専門家の知識および考慮事項を反

映させるために、この統合においてきわめて重要となる。また保険、融資、宅地開発などの

産業、ならびに農業や地域社会の組織の参加もこの過程においてきわめて重要であり、効

果的な参加実現のための強制力のある体制の整備や、関連する全ての情報が公共物とし

て扱われることを確かなものとするよう、相互に取り組む必要がある。その点において、洪

水ハザードマップの作成および普及は緊急を要する。洪水管理政策が適正な効果をもたら

すためには、独創的な考え方が必要であり、法的手段による間接的な経済的動機付けや

誘導策を導入することもその一つである。 

 

 洪水管理の計画段階、洪水の発生時、または発生後の評価過程のいかなる段階であろ

うと、関係機関は、洪水管理におけるそれぞれの任務および役割を認識しなければならな
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いし、各個人は、洪水管理に関するそれぞれの責任、権利、および権限を認識できるように

しなければならない。法律において、さまざまな関係機関の義務、権利、および権限の明確

な説明とともに、それぞれの任務にとって適正な達成基準がすべて記述されなければなら

ない。同様に、法令遵守の監視に関する過程の詳細および必要条件を構築し、それととも

に法令遵守が不十分な場合に法の執行を行う相互体制も整備しなければならない。透明

性を確保するために、意思決定において考慮するべき要素を体系的に明らかにする必要

があるとともに、説明責任を強化するために行う独立した評価に関する適正な権利も記述

する。河川流域ならびに流域内の土地・水資源の開発や利用に関係するさまざまな利害関

係者の多様な利益に関し、法律による紛争解決の適正な体制を国内および国際的なレベ

ルで整備する必要がある。国際河川がその国に存在する場合には、国内法令において国

際的な義務を考慮する必要がある。また、洪水の影響を被ることとなる流域国間の相互の

意思伝達が、可能な限り効果的かつ効率的に行われるように取組まなければならない。こ

の取り組みには、技術の調和、知的所有権に係ることの記述、及び必要な時に明確な誘因

策と行為が取れるような仕組みの規定を含むことがある。 

 

 国際流域においては、国際河川の利用および保全に関するさらに広範な枠組みに、IFM 

の原則を組み入れることが必要となる。対立する利害を調整し、関連するすべての要素お

よび事情の均衡を図る手段として、公平で合理的な利用の規則が実施されなければならな

い。データと情報の交換に関する手続き規則を住民参加の仕組みと併せて構築しなけれ

ばならない。また（流域国）共同の委員会は、国際河川レベルでの IFM の促進において重

要な調整の役割を担う。洪水被害の最小化に関しては、国際法協会（ILA）のニューヨーク

規則およびそれに関連する各締約国の実施事例により、適正な措置を取るための有益な

指針が提供される。ただし、このような措置は、洪水の肯定および否定的側面の均衡を図

ることを可能にする流域全体での合意の中に組み入れることが望ましい。 

 

 異常洪水事象が発生した場合、影響を受けていない国からの緊急対応を最大限に活用

するような協定が未制定である国が多数に上ることが、条約の実例によって判明している。

このことと、洪水調節・管理に直接関係する条約実施が不十分であることにもにもかかわら

ず、洪水の有害な影響の軽減および低減に関する指針が ILA によって策定されてきた。ま

たベストプラクティスに関する指針も、UNECE（国連欧州経済委員会）によって策定されてき

た。 

 

 上記の両方の指針に共通し、また各国の経験によって明確に示される基本精神は、すべ

ての国に推奨できる単一の解決策はないということ、また洪水事象を最大限に活用するた

めに「一つのサイズで全てをまかなう」という姿勢で取り組むことは現実的でないということ

である。このことに留意しつつも、本書は、国および流域レベルにおいて洪水関連の改革が

おこなわれるならば、洪水管理戦略に欠けているものを特定するための、普遍的な手法を

適用することが可能であることを示すものである。 

 

 簡易な法制度評価ツールは、前述した国の洪水戦略に欠けているものを特定することの

必要性に取り組むものである。このツールは、政策立案者が、それぞれの国において施行

されているすべての法律文書を、地方レベルから国際レベルまで含めて特定するための枠

組みを提供する。その後、同ツールを用いて、この法的枠組みを IFM の原則に照らして検

証し、欠けている部分に取り組むことが可能となる。このツールは、資金力、気候、法制史
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にかかわらず、可能な限り効果的な方法で洪水管理問題に取組むことを望む国が利用で

きるように作られており、洪水管理改革の確固たる基盤を成すような貴重な情報源を提供

するものである。 
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はじめに 
 

洪水および開発政策 

 

 洪水は、自然の循環の一部であり、はっきりとした有益な影響をもたらす。氾濫原は、多く

の収入をもたらす作物を育てることが可能な肥沃な土地を提供する。氾濫原は、豊かな天

然資源を提供することによって、何世紀にもわたって人類をひき寄せてきた。また洪水事象

は、魚類の産卵場を維持し、魚類の回遊を助け、岩屑、土砂、および塩類を洗い流すことに

よって生態系に恩恵をもたらすことがある 1。しかし、人口増加、都市化、農業慣行、森林伐

採などの結果、社会は、洪水事象に起因する有害な影響に対して徐々に脆弱になりつつあ

る 2。報告によると、1992 年から 2001 年にかけて、12 億人が洪水被害を受け、9 万 6,500

人が死亡した 3。洪水の被害には、生命および財産の損失、人間および動物の大量移住、

洪水による汚染物質の拡散に関係する環境悪化、食糧・エネルギー・水およびそのほかの

基本的物資の不足などが含まれる 4。さらに、人間活動や、気候の変わりやすさの予測され

る変化、とくに強雨事象の頻度、強度、および期間の変化によって、世界各地で洪水確率

の増大が予測されている 5。 

 

 洪水の有害な影響を防止し、軽減する必要性は、最上位の意思決定レベルで十分認識

されている。多くの閣僚宣言によって、この問題の重要性が認められている。たとえば、

2000 年に採択された二十一世紀の水の安全性に関するハーグ閣僚宣言 (2000 Ministerial 

Declaration of The Hague on Water Security) は、洪水、渇水、汚染、およびそのほかの水

関連の危険からの安全を提供することが、水の安全性確保を達成するにあたっての主な

課題であると述べている 6。またさまざまな世界規模の「活動計画」においても、洪水の防

止・軽減対策が推奨されてきた。1992 年のアジェンダ 21 は、国家が全国レベルで統合水資

源管理を向上させる手段として、洪水および渇水の管理戦略を実行することを推奨してい

る 7。 

 

統合洪水管理 

 

 従来、洪水管理は防御の面に重点をおいてきたが、防御活動から、洪水に起因する危険

の事前予防的な管理への転換が必要なことが広く認識されている。この転換の必要性が、

統合洪水管理の概念の背景にある。その概念は、IWRM の考えに沿って河川流域における

土地および水資源開発を統合し、氾濫原からもたらされる正味の便益を最大化しつつ、洪

水による人命損失を最小限に抑えるために、危険管理原則にもとづいて洪水を管理するこ

とを目指すものである 8。以下の事項は、IFM の五つの基本要素である。 

 

 土地に関連している範囲で、水文循環全体を管理する。 

 土地と水の管理を統合する。 

 戦略の組み合わせが最適なものを採用する。 

 参加型の取り組みを確実におこなう。 

 統合危険管理による取り組みを採用する。 

 

 構造物や非構造物を用いた手法から成る、短期および長期的対策の最も良い組み合わ

せを通じて、災害に強い地域社会を確立するように、これらの基本要素を具体化していか
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ねばならない。またそれには、すべての利害関係者および地域社会全体の積極的な参加

が必要となる。 

 

 洪水管理は多数の専門分野にわたる取組みであるために、さまざまな専門分野、政府省

庁および多様な社会部門の間の一体となった相互協力が必要となる。さまざまな利害関係

者間の相乗効果が最大限に高まり、IFM 手法をもっとも効果的に実施することができるよう

に、部門ごとに各々設定している開発の考え方を変革する必要がある。IFM が成功するた

めには、確固たる法的枠組みと、支持基盤となる制度的取決めを土台に据えなければなら

ない。図 1 は、洪水管理政策の実施手順において法的枠組みが果たす役割を示す。またこ

の図は、機関的境界を超えた調整と協力を確実にするために、IFM が、さまざまな関係者

の参加を期待していることを示す。 

 

 

 
本書のねらいは、IFM に関する適正な法的枠組みの必要性に対する政策立案者の意識向

上、およびそれによって、IFM の原則を法的慣行に組み入れる方法の指針を法律専門家に

提供することにある。加えて、NGO や報道機関といった市民社会における住民参加の拡大

に携わる団体および個人を含めた利害関係団体や洪水管理従事者が、IFM 実施のための

均衡の取れた法的枠組みを確立するための法的な関連要件や最善の手法について、政

策立案者と対話することを促し可能にする事がもう一つのねらいである。 
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読者への指針 

 

 本書は、三部に分かれている。パート A は、統合と協調、情報作成と管理、利害関係者の

参加の実現など広い範囲にわたって、国内レベルにおける法制度的要件に関する問題を

取り扱っている。また法的強制力のある権利、権限、および義務の重要性にも言及する。

パート B においては、国際河川法および洪水管理に関する条約の実例の情報を提供する

とともに、国際河川レベルで IFM を促進するために考慮しなければならない適正な法的枠

組みの概要を示す。パートCにおいては、簡易な法制度評価ツール（RLAT）という方法を提

示する。これは、それぞれの国において現行の法的枠組みが統合洪水管理の概念と整合

するか否かを検証することを可能にし、また適正な改正手順の指針を示すものである。 
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パート A 

国レベルにおける統合洪水管理の法制度的要件 
 

 統合洪水管理（IFM）に関する法律は、あらゆる洪水の場面（発生前、発生時および発生

後を含む）における計画・実施段階において、組織および個人の権利と義務を定義する枠

組みを明確に定めるものでなければならない。またその法律は同時に、現在および将来の

世代にわたって、さまざまな社会部門間の公平を期した開発の枠組みを定め、IFM の原則

を十分に尊重し、天然資源がもたらす生命の支援システムを持続する必要性を考慮する必

要がある。この枠組みは、資源の分担、資金援助、およびそのほかの実際的な対策を示す

こととなる。一般的な開発問題に加えて、以下に挙げる特定の問題に関して、法的枠組み

が定められるべきである。 

 

 さまざまな組織、機関、部門、利用者間の調整および協力 

 情報に基づく意思決定をおこなうための基礎的なデータおよび情報の利用可能性と入

手可能性 

 すべての利害関係者が参加し、共同で意思決定をおこなうことを可能にする環境の確

立 

 

 法律は、秩序のある変化を起こす手段として、地域、地方、国、および国際的なレベルで

重大な役割を果たしていることがわかる。法律は、洪水管理に影響を及ぼすものの一つで

はあるが、適正な統合洪水管理体制の達成に向けて主要な役割を果たす可能性を有する。

さまざまな意思決定や計画の過程において考慮しなければならない事項は、そのための手

続きの詳細と併せて、法律によって規定されなければならない。土地・水利用管理における

法制度の役割は、IFM の成功にとって極めて重要である。また法的制度は、それがなけれ

ば洪水管理計画の実施にほとんど関与しなかった可能性がある、他の多くの機関の行為

に影響を与えることができる。社会の最貧困層や環境などのように、法律がなければ意思

決定にほとんどあるいはまったく影響力を及ぼすことが出来ない立場に対して、法律がそ

れらの権利を保護・強化することができる。適正な法制度なしに、説明責任と透明性を確保

することはできず、またすべての関係者の権利、権限、義務を、適切な達成基準とともに明

確に設定することもできない。 

 

 忘れてはならないのは、法律を立案する前に、いくかの倫理および政策上の疑問点に取

り組まなければならないことである。たとえば、「国が洪水防御のために支払う用意のある

金額はどの程度か」「不動産所有者を 100 年確率洪水から保護するのか、あるいはさらに

低い安全度を許容するのか」「個人の不動産所有者に対して、どの程度の自己防御責任が

期待されるのか」「どのような範囲で罰則を伴う規制ではなく経済的手段によって洪水管理

を実施するべきか」などである。上記およびそのほか多数の疑問は、必要なあらゆる法的

改正をおこなう前に、真剣に考慮しなければならない 9。 

 

 最後に、国が設定する洪水リスク度レベルに関する意思決定は、基本的に政治的な性格

をもつことに留意しなければならない。またこのことは、相互に関連性をもつあらゆる法律

や計画にも反映される。可能な限り広範な合意を得るためには、すべての利害関係者がこ

のリスク度レベルの設定に関与することが重要である 10。また政府には、環境問題に関す
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る計画の策定時に、予防措置の採用が義務づけられる場合がある。これは、国際協約に

基づいた、あるいはさらに直接的に国内法によって生じた政府の義務である。 

 

 予防原則の適用は、各国が講じる洪水管理対策とも関係があるであろう。ボックス 1 に示

したのは、予防原則の概念である 11。科学的知見の不足により正確な洪水リスクマップを持

たないような国々において、通常のやり方を超えたものかもしれないものの、予防原則は政

府計画の中で一定の役割を果たすであろう。UNECE（国連欧州経済委員会）は、同委員会

による「適切な洪水防御ガイドライン」において、予防原則は洪水防御対策の基本となるべ

きである、と勧告している。ただし UNECE は、実際に適用する方法に関する詳しい指針は

定めていない 12。 

 

ボックス 1．予防原則 

 

 予防原則は、広義において、「完全な科学的解明に先立っておこなわれる管理」と定義

することができる 13。環境保護の関連において、リオ宣言の第 15 原則は、以下のように定

めている。 

 

「深刻なあるいは不可逆的な被害のおそれがある場合には、完全な科学的確実性の欠
如が、環境悪化防止のための費用効果に優れた措置を延期するための理由とされては
ならない」 

  

 人間の生命または財産の保護に関しても同様に、予防的措置を講じることができる。国

連気候変動枠組条約の第 3 条（3）には、以下のように記されている。 

 

 「締約国は、気候変動の原因を予測し、防止しまたは最小限にするための予防措置をと
るとともに、気候変動の悪影響を緩和すべきである。深刻なまたは回復不可能な損害の
おそれがある場合には、科学的な確実性が十分にないことをもって、このような予防措置
をとることを延期する理由とすべきではない。気候変動に対処するための政策および措
置は、可能な限り最小の費用によって地球的規模で利益がもたらされるように費用対効
果の大きいものとする必要があるからである」。 
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1. 統合と協力の保証 
 

 統合水資源管理（IWRM）は、現在、水資源管理を持続可能な方法によって執行するため

の最善の方策として広く受け入れられている 15。統合的な流域管理手法は、洪水リスクを軽

減するための重要な条件として認識されている 16。この概念は、多数の国々の法律、例え

ば南アフリカ 17 とオーストラリア 18、さらに欧州連合水枠組み指令 19 に取り込まれている。 

 

 洪水管理が IWRM の概念に沿って実施されるならば、洪水管理の意思決定においては、

それらが洪水リスクの軽減効果だけでなく、その結果として生じる経済・環境的影響も考慮

しなければならない。したがって、それぞれの決定事項がいかなる形にしろ流域の水文状

況に影響を及ぼすならば、数多くの独立した開発機関による計画や政策決定の過程にお

いて、持続可能な開発という共通目標を達成できるよう調整が必要となる。これらの意思決

定は、洪水規模とそれに伴う洪水リスクに影響を与える可能性があり、また洪水災害に対

する社会の脆弱性に影響を与える可能性がある。さらに、他の開発活動に関する意思決

定プロセスにも洪水リスクを考慮に入れなければならない。なぜなら、それらの活動が氾濫

原の水文状況に影響を与える可能性があるからである。そこには二つの側面がある。第一

に、政府レベルの計画は、さまざまな部局を通じて実施される政府の戦略に一貫性と調和

を与えるために統合されなければならない。第二に、これは国、地域、地方を問わず、あら

ゆる階層の公共計画に適用され、すべての関係公共機関を参画させなければならない。同

時に、地元の意見と経験を国の計画プロセスに順次伝えるためのなんらかのメカニズムが

必要である。 

 

 図 2 は、縦横の相互関係を示すもので、以下にあるように洪水管理を政府計画における

すべての関係分野に組み入れるとともに、さまざまな利害関係者や利益団体を統合してい

る。 

 

水平： 

 さまざまな政府部局および省庁間（あらゆるレベル） 

 利害関係者と利益団体の意思決定プロセスへの参加 

 

垂直： 

 異なる階層の政府組織における政策・計画プロセスおよび実施の一貫性。すなわち、

地方レベルから上のレベルに向けて、各々の計画とその上位のレベルで策定された計

画の間に一貫性がなければならない。 

 

 これらの計画に関する協議の実施には、すべての利害関係者が参加しなければならない。

図 2 にそのすべての利害関係者が含まれているが、それは国によって異なる場合がある。 
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1.1 公共計画プロセスの統合 

 

 洪水管理がどの省庁の管轄であるかというのは、国によって大幅に異なる。計画、洪水

防御の運用および維持管理、予測・警戒サービス、災害対応の担当がどのような役割を担

うのかというのも（国ごとに）異なる。以下は、洪水管理に影響を与える可能性のある意思

決定に関係するであろう主要な省庁を示すものである。 

 

 環境 

 自然保護 

 森林 

 水資源 

 農業 

 国土・土地利用計画 

 内務 

 保健 

 国民保護／安全保障 

 運輸 

 建設 

 

 それぞれの国の政治・行政機構にもとづいて、洪水管理の直接責任は連邦政府にある場

合と地方政府にある場合がある。国の政策、指針および枠組みの制定は、中央または連

邦政府が一義的に所掌するであろうし、洪水管理対策の詳細な規制、実施、運用、および

維持管理は、国の下位の行政機関が担当することがある。 
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 緊急事態においては、対応の責任は、内務省または特定の国民保護担当の省庁が担う

ことが多い 20。多くの場合、補完性の原則 21 が適用され、たとえば、連邦国家の場合でいえ

ば、洪水の影響の規模に応じて、さまざまなレベルの政府の行動を促すことになる。洪水

緊急事態においては政府の各階層間の連携を管理する、明確で不明瞭さの無い制度的枠

組みが要求され、それによって適切な階層が対応するまでの時間を最小化することが可能

になる。しかし、どのような緊急事態においても、運用の成功の決め手となるのは、やはり

政治的リーダーシップの形態であることにも注目しなければならない。 

 

 日本では、国土交通省が大規模水系（一級河川）の河川管理を管轄する一方、都道府県

知事がそのほかの河川（二級河川）を管轄している。しかし、洪水発生時には、水防や、洪

水の影響を軽減する責任は主に地方自治体が担っている。すべての自然災害の全体的な

管理は法律に基づいており、その中で、国、地方政府、および住民の責任が明確化されて

いる。大規模災害の発生時に緊急対策を講じるのは、国の責任である。内閣府が災害管

理の業務を担い、1961 年災害対策基本法にもとづいて各省庁・機関の活動を調整する。災



 22

害管理に関係する各省庁・機関は、防災基本計画に従って防災業務計画を策定し、実施し

なければならない。地方政府は、災害対応の責任を負い、都道府県地域防災計画を策定

する必要がある 22。 

 

 スイスでは、連邦政府の役割は、主に財政・科学・技術支援に限定されており、州および

コミューン（最小自治体）が災害管理の主な義務を負う 23。 

 

 さまざまな部門に関わる政府計画を調和させ、また適切な場面で洪水リスクを考慮したも

のとするためには、あらゆる開発分野から生じる戦略計画および政策を評価し、それらが

洪水リスクに影響を与えるか否かを判断しなければならない。当事国の水またはそのほか

の関連部門における経験にもとづいて、さまざまなレベルにおける異なった方法での調整

が可能になる。たとえば EU では、環境影響評価に関して、総合的な比較プログラムが導入

されている 24。現段階ではその成果を評価することは困難であるが、洪水リスクに及ぼす影

響に関して同様のプログラムが実施されれば、すべての関係要素をまとめる点で有効であ

ろう。大きな決め手となるのは、対象分野の開発ニーズと社会が許容する、または持ちこた

えられる洪水リスクの間の合意点を見出すことができるのかという所である。IFM の観点か

らみると、この意思決定における指針原則は、氾濫原の利用によって得られる純便益を最

大化すると同時に、生活の損害を最小限に抑える方法を探ることにある。 

 

 スコットランドでは、計画立案機関に独自の予備評価を実施させることによってシステム

が機能している。予備評価では、当該計画が重大な環境影響をもたらす可能性が高いか

否かを評価するために、一連の予定基準と照合して評価される 25。その後この予備評価は、

中央調整機構を通じて、協議が義務付けられた機関に回される。これらの機関には、すべ

ての省庁、自然遺産管轄機関および環境規制機関 26 が含まれ、本評価が必要とされるか

否かが決定される。法律には前記すべての情報が、それに要する期間とともに記述される
27。このようなシステムが仮に洪水リスクへの影響に適用された場合、政策レベルでは意思

決定の統合を図るであろうし、運用レベルでも洪水管理に好ましい影響を与えるであろう。 

 

 南アフリカで採用されている別の方法では、災害管理に関連する各管轄機関がどの程度

災害対応のために計画を立て、すべての利害関係者を考慮しているのか、その状況を監

視するために、国、州、地方のレベルで災害管理センターが設立された 28。さらに、災害対

策法によって、二つの機関が新設されている。それは、災害管理関連を担当する大臣およ

び地方政府行政官から構成される「災害管理に関する政府間委員会」29、および政府行政

官および利害関係者から構成される「全国災害管理諮問フォーラム」30 である。前者、政府

間委員会の任務は、災害管理の統合、特に全国災害管理の枠組み 31 に関して内閣に助言

と勧告をおこなうことであり、また諮問フォーラム 32 からの助言を受けることである。 

 

1.2 土地利用規制 

 

 一般的に、土地利用が洪水リスクと水管理に及ぼす影響が甚大である場合、土地利用計

画と水利用配分の適正な調整は絶対に必要である。都市と農村部のいずれの土地利用も、

流域のあらゆる場所の洪水リスクに影響を及ぼす可能性がある。林業、特に無秩序な伐採

は、洪水リスクに重大な影響を与える可能性があり、とりわけ侵食の進行、またある程度ま

では局地的な洪水ピークに影響を及ぼすことがある。農業の土地利用慣行、たとえば表土
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の締固めなどもやはり、下流の河川流況に有害な影響を及ぼすことがある。したがって、林

業政策および計画では、洪水リスク評価をおこなうべきである。林業および農業の作業方

法にも規制が必要であるが、執行するのはさらに困難であろう。いくつかの国では、拘束力

のある法律または自主行動綱領がこのような作業方法に影響を与えることに用いられてい

る。たとえば、土地所有者および利用者が表土の締固めを可能な限り回避するよう奨励し

たり、植え付けをおこなうときは、流路に垂直ではなく土地の等高線に沿って並べることを

奨励したりする。また土地利用はある程度、経済のメカニズムによって支配され、適切な洪

水管理につながらないことがある点にも注目するべきである。ある種の土地利用は、上流

での稲作水田 33などのように、洪水管理にとって有益となり得るものがあり、このような利用

を計画段階あるいは奨励制度によって促進することは可能かもしれない。通常、土地利用

の管理は、政府政策および既存の計画法と関連づけて、地方レベルでおこなわれている。 

 
洪水ハザードマップ 
 

 洪水ハザードマップとは、流域内の洪水リスクに関する基本情報を含むものであり、土地

利用計画および規制の出発点である。このような地図は、洪水の範囲および規模の区分を

示すだけでなく、さまざまな土地利用および排水条件に対して、この区分がどの程度影響

を受けるのかも示すものでなければならない。流域および河川の流下能力の水文気象学・

地形学情報にもとづいて、地表流の氾濫の危険を示す洪水ハザードマップを国の水文機

関が作成しなければならない。これには、特定の場所で使用可能な排水施設の特性と容

量に関する排水機関からの情報も考慮しなければならない。洪水ハザードマップがさまざ

まな機関および部局で確実に利用できるように、適切な機関を特定し、責任を負わせなけ

ればならない。 

 

 洪水管理と土地利用を統合するために、計画策定機関は、新規開発、土地利用の改変、

および洪水管理施設の新設に関する意思決定をおこなう場合、洪水の危険を増大させたり

悪影響を与えたりする要素を特定し、考慮しなければならない。この義務は、法律もしくは、

いくつかの国でおこなわれているように 34、政府による拘束力のある政策文書（政府統合に

関して前記に要約したプロセスを経たもの）に明記されることがある。法律または政策文書

には、一定の型式や規模の開発案に関して協議を必要とする機関、ならびに意見を考慮さ

せる権利を有する機関が明記されることがある。信頼性の高い洪水ハザードマップが整備

されている場合、計画を行う機関が危険度の高い区域内の開発を規制することが想定され

る。この想定は、たとえば政府政策によって戦略的な復興が必要とされているような場合に

覆されることもあるが、このような用地を守るための予防的対策を実施しなければならず、

その対策も他の場所で洪水リスクを増大させるようなものであってはならない。 

 

排水能力 
 

集水域単位の河川管理は、河川計画における土地利用の影響を取り入れることを促し、洪

水リスクを適正に評価するためのしっかりとした基礎を提供することとなる。洪水リスクは、

河川の状況、特に排水状況の影響も受ける。不十分な排水能力が一定の区域において洪

水を引き起こす場合もある。洪水ハザードマップでは、排水能力を考慮に入れなければな

らない。また、岩屑やそのほかの遮断による変化が起こらないと仮定する必要があるとして

も、排水施設の維持管理責任を担う機関が特定され、その責務を遂行することが重要であ
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る。排水能力は、橋梁建設などの新規開発による要素を複合したものとなるため、当該機

関がそれぞれの開発に関して協議を行うことが必須である。 

 

 また灌漑（かんがい）における排水についてのより一般的な問題に農作者とともに取り組

まねばならない。都市部および農村部の土地利用者の行動は、洪水の流れを悪化させた

り軽減させたりする可能性があると同時に、土地利用者もまた、それによる被害の影響をう

ける。灌漑網が整備される際、農業従事者の需要および農法に配慮しなければならない。

たとえば、水利組合（Water User Associations: WUAs）の意見が配慮させるようにしなけれ

ばならない。灌漑管理に関する法律には、流域計画に関して WUA の諮問機能が含むこと

がある。また WUA は、その制定文書にもとづいて、流域洪水管理政策および計画との整合

性をもった洪水時の緊急対応手順を策定する必要が生じることがある。 

 

 いくつかの国では、責任のレベルに相違があるとはいえ、地域の洪水グループが設立さ

れてきた。オランダの代表水利組合は、自己資金で運営できるように作られており、地元の

洪水防御と広域の水管理を担当する 35。各地のこれらの機関は、公式なものでは無いかも

しれないが、中央行政機構よりも河川に精通している地域グループからの情報は、洪水管

理において貴重である。 

 

誘因および抑制要因 
 

 強制洪水保険が必要な場合、開発許可申請に先立って、開発者が保険会社にやり取り

をすることがある。保険への加入自体が拒絶される場合や、洪水リスクのために保険料が

きわめて高額になる場合、その開発が続行される可能性は低い。たとえば米国では、十分

な洪水管理計画を確実に整備できるように、地方政府は全国洪水保険制度に加入する選

択肢を与えられ、それによって、洪水発生後に連邦補助を受ける資格を得る 36。その資格

があるのは、当該自治体が氾濫原管理計画を維持する場合に限られ、参加者が所定の基

準を上回るよういくつもの経済的誘因が用意されている。代替策として、規制下にある融資

者による一定の地域における開発のための貸付の提供が禁止されてきた 37。もしハリケー

ン「カトリーナ」以降にこの制度に変更が加えられたならばどのようになるかは不明である 38。

洪水保険加入が義務付けられていることはあまり無いが、加入が任意である国では問題

が生じる可能性がある 39。そのような状況において、保険を購入するのは、危険を自覚し、

過去に洪水を経験した者に限られる。その結果、保険料は高額になり、そのほかの者が保

険を購入しようとしなくなる。残念ながら、開発途上国では政府からの支援に頼ることもでき

ないため、大多数の住民にとって洪水を防ぐための費用を自己負担する保険は選択肢と

はならない 40。 

 

 特定の国で定められた水利用配分制度によっては、洪水発生時、洪水管理に悪影響をも

たらす一定の許可利用を一時的に留保するために、配分機関による水利用許可の見直し

が認められることがある。ただしこの見直しは、取水許可に関してというよりも、貯水池から

の排水および汚水排水に関してのものであろう。このような場合、洪水発生時の汚染の影

響の方の損害が大きいため、規制を受けることがある。 
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環境影響 
 

 洪水管理において考慮しなければならないもう一つの重要な要素は、環境配慮である。

構造物は、通常、河川および隣接する土地の生態に影響を及ぼす。洪水管理計画は、自

然遺産の保全のために確保された特定区域、たとえば特別保護区や国立公園、ラムサー

ル湿地などを保護する必要性と調和するものでなければならない。 

  

土地利用計画および建築規制の一環として考慮しなければならないもう一つの要素とし

て、洪水が土地から発生する汚染物質と接触する可能性がある状況に関連するものがあ

る。活発な氾濫原上にある既存の汚染源、たとえば工業施設構内、汚水・下水処理施設、

駐車場、家庭用セントラルヒーティング用の石油タンクなどは、可能な場合、洪水の影響に

耐えられるように防護しなければならない。有害物質の拡散に伴う問題を未然に防止する

ために、このような汚染源の新たな発生を可能な限り回避しなければならない。拡散した汚

染源からの有毒物質の流入、たとえば耕作農業における殺虫剤や汚泥の拡散によるもの

も、やはり考慮しなければならない。拡散汚染を防ぐために、法的措置（ボックス 2 を参照）、

経済手段、および最善の手法についての指針 41が用いられる場合がある。後の二者は、比

較的費用対効果の高い代替案として考えられることが多い。 

 

ボックス 2．予防的洪水調節を改善するためのドイツの法律 

 

 ドイツでは、2005 年 5 月 10 日、「予防的洪水調節改善法」が施行された（2005 年 5 月 9

日付連邦法官報 1）。この法律は、いくつかの連邦法（水法、建築基準法、地域計画法、

水路法、ドイツ気象業務法）を改正し、より厳格に、綿密に、明確な形でドイツ全土の洪水

調節を改善するものである。特に、以下の条項は注目に値する。 

 

 可能な限り水害を防止することは、すべての者の義務である。 

 ドイツの 16 の州は、水害が発生、もしくは発生が予想される河川または河川区間を

決定しなければならない。それらの河川に関しては、5 年（被害の可能性が高い場

合）から 7 年以内に氾濫原を法的に指定しなければならない。100 年確率での発生が

予想される洪水を氾濫原指定の根拠とする。 

 指定氾濫原の域内：連邦州の法律は、たとえば以下の事項を明記するものとする。

有害物質の取扱い方法（特に石油暖房システム）、ならびに潜在的な土壌侵食およ

び汚染物質の投入を防止または軽減する方法。同法は、土地利用計画により新規

開発用地を規制および禁止する。九つの厳しい条件を満たした場合に限って例外が

認められる。その条件とは、人間の定住地の代替案がないこと、生命の危険、深刻

な健康被害、および物質損害が生じないことなどである。たとえば既存の土地利用計

画があるという理由にもとづく場合など、建築基準法によって建築物が認められる場

合は洪水防御に及ぼす影響を防止するために、追加的許可が必要である。 

 住民および自治体は、特に堤防やそのほかの洪水防御施設の後背地における洪水

危険区域の指定を通じて警告を受けるものとする。 

 洪水調節計画は、既存の計画がない場合は 4 年以内に策定しなければならない。こ

れらの計画は、水の流出調節、技術的洪水調節、保水地域の保全または復旧、およ

び堤防の移転などの側面を取り扱うものとする。 

 同法は、水害の予防が一貫したものとなるよう河川流域内の地域の協力について規
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定している。 

 指定された氾濫原および洪水危険区域は、土地利用計画および国土計画において

図示しなければならない。 

 
ドイツ連邦環境・自然保護・原子力安全省のウェブサイト（http://www.bmu.de/english）を参照

（「ごみ、土壌、水」のリンクから「水管理」を選択）。 

 

 

流域委員会 
 
 地方政府の政治的・行政的境界が流域界と一致せず、一方土地利用管理が地方政府の

管轄である場合、流域委員会を設立することが開発活動の調整および調和、ならびにさま

ざまな利害関係者の参加に関する実行可能な選択肢となる。特に国境にまたがる流域に

おける地方政府間の調整のため、河川に適用される関連国際協定の定めにもとづいて、

特定の取り決めを設定しなければならない。 

 

 IFM の見地からは、政治的境界を流域界と一致しているのが望ましいが、常にそうである

とは限らない。しかし、より良い洪水管理のための対策は、常に水文学的に決定された構

成単位にもとづいておこなわなければならない。流域レベルの機関を承認している国であ

っても、支流域レベルとそれ以上の両方において、公式および非公式の機関の機能を水

平・垂直方向に統合する必要がある。実際、現実的および戦略的な立場からみると、教育

および意識向上、更には調査データの共有と併せて、既存の法制度を最適に活用し、法的

に委任された機関と協力して、それらの権限と影響力を計画策定および紛争管理に利用す

る必要がある。 
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2．情報の生成および共有 
 

 流域界と行政界とが異なる場合においては、確固とした通達および情報共有のプロセス

の必要性が重要となる。洪水管理戦略は、多数の機関によって収集された科学的データに

もとづいていなければならない。さらに、これらの戦略は、新たな洪水事象の体験を踏まえ

て評価されなければならない。したがって、基本的な計画のデータや実際の成果の評価を

戦略的計画プロセスに反映させるための仕組みを整備しなければならない 42。防災準備計

画、および緊急対応計画の策定のために、観測過程において生成されるさまざまな種類の

情報が必要とされる。 

 

2.1 防災準備計画 

 

 洪水の危険に対する土地所有者と利害関係者の意識の向上は、もっとも重要である。利

害関係者が、自らがさらされている危険を理解できなかった場合、彼らが計画プロセスに参

加する可能性は低くなる。洪水発生前の利害関係者の参加を確実なものにするための取

り組みの一環として、全ての利害関係者が利用できる基本的な情報があり、これは洪水ハ

ザードマップ、計画、プログラム、および戦略によって形成されている。これらは、関心を払

われることがなくても、住民調査に必要となる時期や背景情報とともに、住民が入手でき、

なおかつ入手しやすくしておく必要がある。 

 

 情報は、それを入手する権利を有する者が容易に入手できる場合にはじめて役に立つも

のであり、また可能な限り多数の住民が効率的に入手・アクセスできるようにしなければな

らない。情報を一般住民が利用できるようにするときには、以下の事項に配慮する必要が

ある。 

 

 場所：協議文書は、対象住民が物理的にアクセス可能な場所で入手できるようにしなけ

ればならない。これらの文書は、それぞれの地域で、すべての住民がアクセスできる場所

で利用できなければならない。たとえば、公共図書館や、地域の出先事務所などである。遠

距離移動を余儀なくされる場合、住民が文書を閲覧または入手する可能性は低い。 

 

形式：文書は、住民にとって最も利用可能性の高い媒体様式によって利用できるようにしな

ければならない。たとえば、紙のコピー、ならびにインターネットや CD などで利用できる電

子コピーなどである。 

 

時間：協議文書は、適切な時間帯に自由に閲覧できるようにしなければならない。また協議

に返答するために認められる時間も、十分に確保しなければならない。 

 

費用：文書にアクセスするための費用を請求してはならない。ただし、関連文書のコピーや

電子コピーの請求がおこなわれたときに、適正な事務料金が請求することは許される。 

 

平易さ：専門用語を使用しない要約を提供しなければならない。また文書は、国の言語と地

方の言語が異なる場合、すくなくとも要約版においては、地方の言語によっても利用できる

ようにしなければならない。 

 



 28

告示：住民のメンバーは、彼らが協議に対応する権利を有すること、またそのような協議が

おこなわれていることを認識しなければならない。このことを住民に伝達する通常の手段と

して、事前の宣伝広告および新聞での告知が行われる。 

 

2.2 緊急対応 

 

 洪水緊急警報は、その目的が、被害が予想される地域において可能な限り多くの住民に

伝達されることにあるため、上述したのと同様の考慮を行うことで、その効果も決まる。洪

水警報が成功するか否かは、その範囲および信頼性、危険にさらされている住民が警報を

受け適切に対応できる能力、さらに実際に取った行動の有効性に左右される。 

 

 洪水警報の発令を管轄する機関は、明確に定義された責務、およびそれらの実施に見合

う資源および技術をもたなければならない。また事象の規模を考慮するために、段階的な

警報発令の手順を明確に記述する必要もある 43。さらに、警報の発令を怠ったり、発令が遅

れたりした結果に関しても法律によって明確にする必要がある 44。法律の領域において、洪

水問題に取り組む際に考慮しなければならないもう一つの課題は、洪水の危険が急迫して

いる区域の避難に関する意思決定および伝達手順である。これらの手順が定められてい

るとともに、意思決定を下す所管機関または組織上のレベルを特定し、避難命令を執行し

避難場所での法と秩序を維持する法的手段を含めた権限が保証されていなければならな

い。たとえば、被害地域において緊急事態を宣言する責任は、関連法に明記する必要があ

る。避難時には、避難民が残してきた資産の安全を機関が確保する義務があるかどうかと

いう問題が生じる。 

 

 国は、通常、切迫した緊急事態を警告するために、テレビ、ラジオ、インターネット、テレビ

などのさまざまな媒体を利用する。媒体の選択は、洪水予警報の提供担当機関の裁量に

任される可能性が高い 45。これは、政策に柔軟性があるならば、最善の策は通信技術の発

展に応じることとなるからである。46 このような機関は、その機能の定義の一部として、洪水

リスクや洪水警報に関する情報の公表というさらに一般的な法定義務を有する場合がある
47。警報は、地元住民が理解する言語によっておこなわれなければならず、また被害地区

における識字率および利用可能な媒体を考慮しなければならない。 

 

 洪水警報や緊急広報を流すために媒体を利用する場合は、放送事業者に相応の責任が

求められる。この点に関しては、放送局が民間である国と比較して、国有放送局が独占権

を有する国の方が問題になる可能性は低い。民間放送を管理する法律に、公共サービス

や緊急公報を放送する任務が明記されることがある。または、放送認可システムがある場

合には、そのような規定が、関連する放送認可に含まれることがある。たとえば、日本の気

象業務法 48 には、「指定公共機関」である日本放送協会（NHK）は、予警報を放送する義務

を有することが明記されている。また同法には、気象庁が情報を公表するために媒体の協

力を要請することも明記されている。 

 

通告および伝達 
 

 緊急事態管理機関によって住民に伝達される警報の問題に加えて、どの機関が何の情

報をいつ受け取らなければならないかという問題がある。実際的な洪水緊急対応の調整を
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担当する機関がどこになるかというのは、その権限に関して世界各国それぞれ実施方法が

異なる。 

 

 この実施方法は、その国の分権化の程度に応じて、国ごとに異なる。より多くの行政階層

が必要になるためである。たとえば、フランスの場合のように、地域レベルにおいても追加

的な予報機関がおかれている場合がある。情報の伝達およびその時期は、それぞれの機

関に割り当てられた任務によって異なり、法律に明記される。ただし、詳細な手続きに関し

ては、独自の内部手続きまたは条例にもとづいて、これらの機関間の契約または覚書によ

って取り扱われる。このような手続きおよび契約が実際の緊急事態において十分耐えうる

ものであるかどうか確認することは、定期的訓練を通じておこなわれ、その頻度は政令や、

時には法律に規定されることがある。政治的境界を越えた通告が重要な状況においては、

包括的な通告手続きが特に重要になる。 

 

データ収集 
 
 全国または流域レベルにおいて収集された気象・水文データの性質、およびこれらのデ

ータ収集に用いられた手段に可能な限り一貫性があることが望ましい。これによって、国内

または流域のモデリングシステムに国際データを組み込むことが可能な範囲が拡大され、

最大限の便益が得られるようになる。国レベルの気象・水文庁がある場合には、これは国

際河川における問題だけとなる。そのような場合、流域諸国間の協約において、情報の伝

達を取り扱わなければならない。上流の国の気象機関が直接ほかの流域諸国の水文機関

にデータを伝達する方が、効率がよいことがある。これによって、下流の国が上流にある

国々の裁量に頼ることなく、下流における洪水リスクに影響を及ぼす可能性がある情報を

受け取ることが確実となり、また、生データの解釈は下流国で行える。しかし、データの流

れが一方向に限定されてはならない。たとえば、下流の洪水、例えば下流の国にあるダム

によって出来た貯水池が上流の国に影響を及ぼすことがあり、上流国が下流国から提供さ

れる気象および水文データに頼らなければならなくなる場合もある。そのような状況におい

ては、データ収集分析を担当する流域全体の機関が設立されるか、もしくは既存の機関に

そのような任務が委任されることがある 49。 

 

 国内でのデータ収集においては、それぞれの地域または連邦州に個別の水文監視機関

を有する国の場合、特に二つ以上の地域の境界を横断する河川があると、問題が生じるこ

とがある。通常は全国政府が、すべての地域にわたってデータ収集方法に一貫性を確保す

る責任を有し、必要と考えられる場合には法律手段を用いる。 

 

 洪水リスクは、通常、洪水の統計確率と当該洪水の結果を掛け合わせて計算される 50。し

たがって、洪水パターン、被害を受ける可能性のある土地家屋の価値、および負傷者数予

想の変化を考慮するために定期的に更新して初めて正確になる。このことは、予期される

気候変動の影響と都市化の進展に照らして特に重要である 51。この情報を更新する義務は、

それぞれの機関の内規または政令において規定されなければならない。 

 

 データ収集に関するもう一つの義務は、洪水後の評価に関するものである。洪水事象か

ら教訓を学ぼうというのであれば、計画を行う機関は、当時の現場の水文・気象状況を含

めて、それぞれの氾濫を招いた正確な状況を評価することが重要である。また洪水後に関
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しての情報（その包括的な詳細が適正な法律に盛り込まれることがある）は、洪水防御施

設の性能および洪水の結果受けた損害に関する統計を評価するものでなければならない。

その際、そのような情報が必要だと示す変更をおこなう義務が政策立案者に課せられる。

洪水被害データの比較可能性を高めるために、被害評価の基準を検討しなければならな

い。また所轄機関は、このような評価の実施を担当しなければならない。 

 

データベースの保護 
 
 各国気象庁によるデータ収集活動およびデータベース照合に関して、最近、潜在的に問

題のある課題が生じた。EU において、データベースの法的保護に関する 96/9 指令 52 は、

データベース所有者に、たとえそのデータベースが「非オリジナル」53 であっても、当該デー

タベースに関する著作権を与えるものである。多数の他の国は、データベースから発生す

る潜在所得のためにそのようなデータベース保護に関心をもっており、世界知的所有権機

関（WIPO）も近年、この問題に関して討議をおこなってきた 54。しかし、たとえば米国では、こ

のようなデータベースには著作権が認められず、したがってそれらに含まれる情報は、自

由に転送することができる。各国での気象庁のデータベースが当該機関の著作権を条件と

する場合、当該機関の許可なくその情報を伝達することはできない。これは開発途上国に

おいてのデータの利用可能性に、深刻な悪影響をもたらすのではないかと論議されてきた。

多数の開発途上国が国外の情報源から情報を入手して利用しているため、それらの国々

はデータの費用を支払うしか選択肢がなくなる。したがって、資金不足のために洪水リスク

の軽減が阻害されることがあり、その結果、住民の安全に影響が及ぶことになる。自国で

データを生成している国でさえ、国家洪水管理活動の一環としてデータを利用するときに許

可が必要となるため、さまざまな機関が保有するデータの利用に影響が及ぶ可能性がある。

この問題は依然として未解決であるが、銘記しておく必要がある。 

 

 またデータベース保護の問題は、計測ネットワークの維持管理を含めて、データ収集や管

理などのサービスの民営化という根本的な問題と密接に関わっている。公共および民営の

ネットワークの長所と短所を慎重に評価し、いずれにしろ、住民が環境データを利用できる

ような状態を保つことが必要不可欠である。 
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3. 利害関係者の参加を可能にすること 
 

 利害関係者の参加は、IFM の概念に欠かせないものである。IFM の目的が、氾濫原から

得られる正味の便益を最大化すると同時に、生命および財産の損失を最小限に抑えること

であるならば、洪水管理に影響を与える意思決定過程に利害関係者全員が参加すること

は必須である。さまざまな利害関係者グループの参加の度合いは、その程度および、国か

地方のいずれのレベルでの参加であるかによって異なるが、効果的な参加がなければ IFM

の成功は望めない 55。 

 

 利害関係者の洪水管理への参加の必要性を認識すると、以下のようないくつかの質問が

生じる。 

 

 利害関係者とはだれか。 

 利害関係者らは、どの意思決定に参加するべきなのか。 

 効果的な参加を実現させるには、どのような情報を、どのように提供するべきである

か。 

 利害関係者の意見は、どの程度考慮するべきであるか。 

 利害関係者と意思決定機関は、どのような権利、権限、および義務を持つべきなの

か。 

 

 前述の利害関係者は、特に洪水被害を受けやすい地域の土地所有者、借主、または居

住者だけでなく、洪水管理に影響を及ぼす意思決定がなされる過程に利害関係を有するそ

のほかの機関も含まれる。洪水管理を持続可能なものにするには、流域の経済、環境およ

び社会の要請に適応したものでなければならず、 これらの要素に係わる利害関係者が、

洪水管理の計画や実施の過程において役割を担うことも必要である。 

 

 利害関係者の参加と洪水リスク評価は、本質的に結びついたプロセスであるべきである。

これは、一定の規模の洪水により最も甚大な被害を受けるであろう人びとを、洪水ハザード

マップにより特定すること、及び利害関係者の参加により過去に起こった洪水に関する地

域の知識を利用してこれらの評価を検証することと関係している。洪水が引き起こす被害を

最小化するための個人の役割は、洪水管理の成功の鍵を握るものである。私有財産の保

護に関する最終責任は、通常、土地所有者が負担する。彼らは、国または地方の洪水防

御の枠組みの下で、洪水被害を最小限に抑えるための事前予防策を講じる責任を平等に

担わなければならない。これは特に、洪水防御施設によって所有地が保護されていたとし

ても、大きな洪水がこれらの施設を越流した場合、その所有地に被害が生じる可能性が依

然として残っていることを考えると特に重要である 56。洪水管理施設が、極めて大規模な洪

水を防ぐことは望めず、そのような状況における洪水管理の成功は、かなりの程度におい

て、残存リスクへの対処および被害者の反応に左右されることになる 57。個人がどの程度

予防策を講じるかは、その個人が現状に満足している（これは洪水防御構造物によって

「保護」されている地区の人々に作用するようにみえる）度合いに影響されるであろう。58 こ

のことから住民に危険を常に認識させることの必要性が強調される。また、事前予防策が

講じられてこなかった場合でも一般的に保険の適用を見合わせることはないため、保険に

加入している者は、予防的活動を講じる動機が乏しくなる可能性がある 59。 
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準備計画 
 

 洪水前の防災準備と計画策定過程への効果的な利害関係者の参加は、公式または非

公式の手段によってさまざまなレベルで実施することができる。公式の取り組みとは、なん

らかの法的な形を用いて、個人か特定のグループかを問わず、住民の権利、義務、および

権限を明記するものである。またこれには、ほかの関係者を参加させる判断を行う責務を

有する管轄機関が踏むべき関連手続きの詳細も記される。情報へのアクセスおよび住民

参加の一般的な権利を示す規定は、その目的に特化した法律に明記され、特定の事項に

関するより手続き的な面は、別途記載される 60。これによって、前述の全般的な権利がある

個別事象に適用されるか否かに関して、法廷に裁決が委ねられることになる。参加を促進

する非公式の方法では、人びとの意見を考慮することに関しての広範な方法が提示される

ことがある。特定のグループまたは機関に協議する義務が意味の無いものにならないよう

に、意思決定機関は、協議対象者の意見を考慮、または配慮する明確な義務、ならびに提

起された懸念が無視されたのか受け入れられたのかについても理由に関する説明を書面

にて提示する明確な義務を負わなければならない。これには、協議対象者から得られたす

べての意見の詳細を添えなければならない。これによって、住民は一定の代替案の支持度

合いを評価することができる。また、意見の提出および意思決定に関する適正な期限を設

定しなければならない。 

 

 洪水管理計画策定にどの関係者および利害関係者が参加しなければならないかという

疑問、また計画や日常の運用業務においてどの活動が洪水管理問題を考慮しなければな

らないかという疑問は、前述の第 1 章で考察された。 

 

 洪水管理の参加メカニズムを考える時には、社会の洪水の影響をもっとも大きく受けるこ

ととなる人びとの声が届くことを可能にすることが重要である。この人びととは従来、水害常

襲地帯に住むことを余儀なくされている社会の弱者層であり、高齢者、女性、および子ども

を含む。このような人びとの参加は、地域社会の回復力の形成に欠かせないものである。

南アジアの洪水常襲地域から得られた経験によると、組織の構造、洪水の発生前、発生時、

発生後における役割と責任を明確に定義した地域社会洪水管理委員会 (community flood 

management committees (CFMCs)) は、もっとも大きな被害を受ける人びとの参加のため

の効果的なプラットフォームとなる可能性がある。61CFMCs の一般的な組織図（制定文書と

して正式なものにすることがある）を図 3 に示す。 

 

 この関連で、家庭または地域社会のレベルにおける災害に対する回復力を高める方策

が水害を最小限に抑える効果的な手段であると経験が示唆することを強調しなければなら

ない。したがって、このような地域社会間の意識向上における公共機関の役割は、極めて

重要である。 

 

洪水緊急対応 
 

洪水事前計画などの、洪水リスクに影響を及ぼす可能性のある特別の活動またはプロ

グラムの計画策定に関する意思決定への参加とは別に、洪水緊急事態発生時に、外部援

助が到着するまで、現場にもっとも近く、最初に対応する地域社会の参加は極めて重要で

ある。地域のボランティアは、洪水危機の発生中に、自分の地域内において、単独でまた
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は他の緊急対応サービスと協力して、資材および装置の寄与や、手作業をおこなうことを

要請されることがある。付随的任務の詳細は法律に記載されることになるが、ただしそのよ

うな任務はあらかじめ定義された地域（たとえば指定氾濫原）における土地所有権または

賃借権と結びついている可能性がある。日本では、水害の防御および軽減のために、地域

社会の住民によって水防団が組織されている。さらに、これらの取組みにおいて、たとえば

WUA、CFMCs、林業団体などのように、地方レベルを代表する組合・協会を参加させること

が重要である場合がある。WUA は、流域界に沿って組織される可能性が高く、地方の河川

に関しては、中央管理部門よりもはるかに深い理解と意識をもつ。さらに、CFMCs は、影響

を受ける可能性が高い住民の自助能力を向上させる。水防活動に携わる者の権利と責任

に関する詳細な情報は、後述の第 4 章に記す。 

 

 地方レベルにおいて緊急対応活動をおこなうボランティア組織に関する経験を長年にわ

たってもつ国がある。中央政府がファシリテーターとして機能する、分権化による災害管理

手法の一例として、ドイツ連邦技術援助組織（THW）があり、その任務は連邦法によって定

義されている。THW の活動の主な分野は、救援、海難救助、および基盤施設の復旧である。

これは、特に技術設備に関する政府の資金援助を伴う連邦制度として設立されたにもかか

わらず、約4万人の活動中のボランティアメンバーによるネットワークを通じて600以上の地

方支部が運営されている 62。  
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図３：地域洪水管理組織（CFMC）の構成と役割 
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4. 権利、権限、および義務 
 

 参加・統合型の取り組みが実現するためには、関係機関および個人は、そのような取り

組みを実施することが出来る権利だけでなく、それを行う権限ももたなければならない。し

かしまた、彼らが活動することや活動しないことに対する責任を持つよう適正な義務も課せ

られなくてはならない。権利は、それと相関関係にある権限および権限の行使手順と結び

ついているということが不可欠である。そうでなければ権利を行使することができず、その

結果ほとんど価値のないものになる。個々の役割が明確に定義されるように、組織および

個人の責任および義務は、それぞれが遂行する関連任務の詳細とともに明示されなけれ

ばならない。明確な手続きおよび基準を確立することによって、透明性および予測可能性

が増す。 

 

 IFM の見地からみると、洪水前、洪水時、および洪水後の状況における法定責任と国の

義務の性質を検討することは有益であるかもしれない。また、三つすべての状況における

法的枠組みを権利にもとづいて理解することが重要となる場合がある。 

 

 法律は、国の憲法の枠組み内において機能する。憲法上の権利は、全体的な法定枠組

みから生じる権利とは異なる基盤の上にある。これは、南アフリカやインドのように、司法に

よる憲法の積極的な解釈の伝統がある国において、重要な問題となる。たとえば、インドの

高等裁判所の裁判官は、洪水時における「救援」に対する権利は、人権として、また住まい

と生計に対して憲法で保証された基本的権利の主要部分として容認されるべきであると主

張してきた。権利が上記のような基本的憲法にもとづくものだとすれば、救援の権利を実現

するために必要な規制措置の制定の承認を拒否することはできない。 

 

 機関および組織の権利は、個人が行使できる権利とは別個に検討する必要がある。いく

つかの政府、特に分権化の推進に熱心な政府は近年、公式の村落グループおよび協会へ

の権限賦与を試みており、そのような状況において集団的権利は重要となった。統合・参

加型の洪水管理への取り組みは、法的に定められた利用者協会や地方の自治組織など

の団体が各々の権利を有利に行使することができるように、集団が権利保有者となれる状

況を作り出す必要性が高まっていることも示唆する。そのほか、集団的権利の制度のさら

なる成熟が、洪水の前、発生時、後の状況における既存および潜在的な紛争の解決を左

右する可能性がある。これらの側面は、特に参加型の洪水管理の取り組みに関して国がと

ったイニシアティブを研究するときに留意する必要がある。 

 

 統合洪水管理を成功させるためには、上述した権利に加えて、そのほかいくつかの権利

も整えなければならない。洪水防御の維持管理を担当する機関は、その機関が監督する

施設への一定の通行権、および必要な基盤施設を建設する権利を保持していなければな

らない。これらの施設は私有地の中にあることが多いが、監視および維持管理のためにこ

れらの施設に出入りする権利がなければ、担当機関がその任務を果たせなくなる場合があ

る 63。それに関連して、そのような施設の建設によって生じた損害の補償を土地所有者が

求める権利が通常ある。私有地を洪水防御施設に充当しなければいけないケースや、洪

水調節地として提供しなければならない場合、土地収用機関は、その目的のために十分な

強制買収の権限を有していなければならない。このような強制買収によって土地を失う者

が請求する可能性がある金額の算定方法は、法律で規定しなければならない。場合によっ
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ては、緊急事態が契機となって土地取得権限が強化されることもある 64。ただし、そうした場

合、どのような状況下においてそのような権限が行使されるのかを明確に規定することが

必要である。それと同時に、当該土地の最長保有期間に関する詳細事項、取得権限による

当該土地の開発権利 65、および影響を受ける土地所有者が補償を受ける権利も規定しな

ければならない。このような状況において、法的および行政上の要件が遵守されていない

ような場合には、権限の行使に対する住民の監視および異義申し立てを自由に認めること

が特に重要である。 

 

 最後に、公共機関の責務に関して、洪水警報の発令を担当する機関は、必要がないのに

洪水警報を発令すること、もしくはより重要なこととして、洪水警報を発令しなかった場合の

責任を担う。これは、警報の発令が義務によるものか、あるいは単に権限によるものか、ま

た誰に対してそれらの警報が発信されるのか、（一般住民、特定団体または個人か）によっ

て決まる可能性がある 66。このような警報を発令する公共機関の責任は、洪水を引き起こ

す現象に関する科学知識の限界による影響を受けるため、これらの責任を定義する際に

は考慮されなければならない。 

 

 また上記は、統合洪水管理が成功するためには、権利が定められていなくてはならない

一方、影響を受ける住民によるこれらの権利行使の性質および範囲を理解することが特に

重要であることも示唆している。世界中でこうした側面に関する訴訟がほとんどないことは、

実際に権利が行使されたことはあまりなかったことを示唆する。「統合洪水管理の法制度

的側面に関するインドの研究」では、同国における 1950 年以降の高等裁判所および最高

裁判所のすべての判例を評価した結果、この分野における国の法律をめぐる訴訟は事実

上まったくなかったことが指摘されている。しかもほとんど毎年の復旧および洪水救援作業

で明らかになる問題にもかかわらず、そのような結果となっている。これは権利と義務は繰

り返し行使され実施されてのみ、現場で効果的に発達するのであり、法律書の中だけでは

無理であるという事実に照らすと重要な点である。権利を行使することは、他のなによりも、

権利に基づいた取り組みのより良い理解とより有効な利用に資する。 

 

 水利用に関して河岸所有者権制度が運用されている国では、河川に隣接した土地所有

者が、洪水調節および洪水の問題の取り組みにおける追加的な義務を担う場合がある。こ

れは、彼らの洪水処理、および河道に影響を及ぼすかもしれない工事の施工に影響する 67。

一般的に、上流の河岸所有者は、自然の水流を妨げない限り、下流の洪水に対して責任

を負わない 68。土地所有者は概して、自分の土地を洪水から防御する権利を持っている。

ただし、この権利が、ある程度の害を他の河岸に及ぼすことを認めるものであるかどうかと

いうのは、国の河岸規則の適用次第である 69。洪水に関しては、河岸の管理で、河川に隣

接する土地の所有者が別の土地所有者に対して措置を講じることを認めることがあるが、

そのような事を行う権利にも一定の制限が課せられることがある。 

 

 河川を新たに利用した結果、被害を受けた時の土地所有者への補償金の支払は、その

国の水所有権および水利用配分権の制度にある程度左右される。司法管区によっては、

状況に応じて、水利用許可をある程度見直したり変更したりできるところもある。 

 

 洪水が発生した時の対策における地元住民への要請に関しては、上記で触れたが、救

援物資を被災地に運搬しなければならない場合、洪水後の作業中に資材を徴用する能力
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も必要となることがある。そのような状況において請求機関が説明責任を果たすことは、も

っとも重要である 70。 

 

 洪水管理の規制枠組みを評価するときに、法制区分図と権利区分図を慎重に区別するこ

とが重要である。歴史的に、もっとも発展した法制度は、広範囲の問題に対処する法律を

個別に制定する傾向にあった。その範囲は、土地利用計画、大規模災害の発生時におけ

る強制避難、洪水管理施設の建設用地の正当化、農業被害の発生時における土地税の

免除・軽減および停止から、洪水管理施設の費用を回収するための改良負担金の賦課に

まで及ぶ。これらについての既存の法制度を構成する要素の大半が、法制度から生じてく

る権利の取扱いが驚くほど軽いために、多くの司法組織で机上に留まっていることには議

論の余地がある。これは、やはり歴史的に、住民の権利から生じる公共機関の義務が要求

されてこなかったという理由にもよる。洪水管理は法的な改定を行うという側面があるもの

の、その多くが本質的に「してもよい」という制度を定めているのかもしれない。このような制

度においては、行政の裁量に任せる十分な余地が残り、逃避不能で拘束力がある義務は

生じない。 
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パート B 

国際河川に関する特別要件 

 
 世界中の地表のほぼ半分を占める約 263 の国際河川流域は、145 の国によって共有され

ている 71。流域の水全体が一体のものとしての性質をもっているとすれば、一つの国におけ

る活動が、同じ国際河川を共有している他国の利害に大きな影響を及ぼす可能性がある 72。

国家間の利害の対立は、世界中で事実上限りのある淡水供給への需要と圧力の増加によ

って、さらに深刻化する 73。したがって、世界中で窮迫しつつある水資源をめぐって対立が

生じる可能性は、明白である 74。 

 

 洪水管理に関しては、各国が国際河川のレベルで協力する必要があることは明らかであ

る。上流の国における鉱業や農業などの経済活動が大規模な森林伐採を招き、それによ

って下流の洪水の発生率が高められる可能性がある。同様に、上流での大規模な都市化

によって、地表流量が増加することがある。それが下流に及ぼす影響には、ピーク流量の

増大や、洪水対応に費やせる時間の減少などが挙げられる。また下流の活動も、上流の

利用者に影響を及ぼす可能性がある。たとえば、低地および沿岸域において道路や鉄道

の盛土などの基盤施設が洪水流を阻害し、上流の洪水状況を悪化させる可能性がある 75。 

 

 国際的なレベルの洪水管理にもっとも関係の深い法律は、国際河川法である。これには、

航行以外の目的の河川利用を取り扱う唯一の包括的な枠組み条約が含まれる。したがっ

て、環境保護など別の規定や、そのほかの関連する国際協定や議定書において宣言され

た原則などが、国際河川流域における IFM の法的枠組みを確立するために利用できるか

否かを検討することが必要である。とくに、ラムサール条約および生物多様性条約（ボック

ス 5 を参照）が挙げられる。これらの条約や協定以外に、「ソフトロー」と呼ばれる、厳密な

意味では「法律」とみなされない法律文書群があるが、それらもやはり関連性が高い。この

区分には、行動綱領、指針、原則、勧告、決議、基準が含まれる。 

 

 また長年にわたって、国際河川に関連する多数の条約実例も発展を遂げ、さらなる取組

みの基礎となっている。さらに、国際法学会（IIL）、国際法協会（ILA）、および国際法委員会

（ILC）など、国際法に関わるいくつかの非政府系専門家グループが水資源に関する国際法

の成文化を試み、徐々に発達させてきた。（ボックス 3 を参照）。 

 

 本書のパート B では、国際河川において統合洪水管理の取り組みを促進するために、国

境をまたがるレベルで講じなければならない適切な法的措置とはどのようなものかを考察

する。したがって、本パートは、国レベルでの IFM に関する法的問題の調査を補完するもの

である。まず第 1 に、国際河川法がいかなる範囲において IFM の概念を促進するものであ

るかを明確にするために、同法を調査する。第 2 に、洪水管理問題が当事国で実地にどの

ように取り扱われてきたかを特定するために、洪水管理に関する条約法を調査する。第 3

に、国際法協会の関連業績、とくに洪水防御に関する規則を再検討する。パート B の最後

に、国際河川レベルで IFM を促進するために考慮しなければならない適切な法的枠組みの

概要を示す。 
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ボックス 3．国際的な水法の発展に関する話し合いの場 

 

国際法協会 (The International Law Association) 

 国際法協会（ILA）は、1872 年にブリュッセルで設立され、約 3,700 名の会員を擁す

る世界最大の国際弁護士組織である。ILA の河川委員会は、1954 年に設立され、イ

ンダス川、ヨルダン川、ナイル川、コロンビア川など、当時のいくつかの深刻な国際河

川紛争から影響を受けた。1966 年にヘルシンキ規則が策定された後、水資源委員会

が新設され、1966 年以降、ほとんど中断することなく存続している。水資源委員会

は、ヘルシンキ規則に対する数多くの補足的規則を策定した 76。 

 

国際法委員会 (The International Law Commission) 

 国際法委員会（ILC）は、1947 年に国連総会によって設立された。ILC の目的は、国

際法の特定の事項に関し起草することを通じて国際法を整備し、徐々に進歩させるこ

とである。ILCは、5年を任期として総会によって選ばれた 34名の委員によって構成さ

れ、個々の能力に応じて任務を遂行する 77。ILC は 1970 年代、総会の勧告にもとづい

て国際水路の非航行利用に関する法律の検討を開始した。ILC の取組みが結実し、

1994 年度の「国際水路の非航行利用に関する法律」の条項が採択された。これは、

1997 年国連水路条約の基礎を形成するものとなった 78。 

 

国際法学会 (The Institute of International Law) 

 国際法学会（IIL）は、1873 年にベルギーで設立された。同学会は、国際河川に関す

るいくつかの決議を策定した。たとえば、1961 年国際河川の非海運利用に関するザ

ルツブルク決議（舟運を除く）などである 79。 
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5. 国際河川と洪水管理に関する法律 
 

 本章は、国際河川法に関する広範な調査が目的ではないが、国際レベルの洪水管理に

もっとも関係が深い主な法的問題に焦点を当てていく。本章では、法律の適用 ― すなわ

ち範囲、国際河川をめぐる国の権利および義務を定義する実体的な規則、データ・情報交

換など洪水問題にとってとくに重要な事項の手続規則、共同機関の役割、住民参加、紛争

解決 ― を採り上げる。1997 年に国連総会によって採択された「国際水路の非航行利用

の法に関する条約」は、とくに考慮する（ボックス 4 を参照）。本条約は、ここでは「1997 年国

連水路条約」と記述するが、まだ施行されていないものの、国際河川の分野における現行

および新規の国際法に関する正式の声明となっている。洪水管理に関する国際的な法律

文書をボックス 5 に示す。 

 

ボックス 4．1997 年国連水路条約 (1997 United Nations Watercourses Convention) 

 

 1997 年 5 月、国連総会は「国際水路の非航行利用の法に関する条約」(Convention 

on the Law of the Non-navigational uses of International Watercourses) を採択した。

これは、国際法委員会の業務で作成された法律文書である。1970 年、同委員会は、

国連総会から「国際水路法の検討を開始し、漸進的に法整備と成文化をおこなう」こ

とを要請された。同条約は、特定の地理的位置や、ほかの流域国家に対する立場、

あるいは開発水準とはかかわりなく、すべての当事者に適用される、一般的な実体

および手続規定を記載する枠組み文書である。 

 

 同条約の範囲は、主に国際水路（河川）の非航行利用法が対象となっている。「国

際水路（国際河川）」とは、「相互の物理的関係により統一体を構成し、通常は共通の

到達点に流れ込む地表水と地下水の系」と定義されている。部分合意も認められて

いるが、そのほかの流域国に重大な影響を与えないことを条件とする。もしそのよう

なことが起きた場合、有害な影響を被る可能性のある国は、「そのような合意に関す

る協議、および必要に応じて交渉に参加する資格がある」。 

 

 同条約の一部として、「一般原則」に関するパート II は、国際河川に適用される基本

的な実体的規則を述べるとともに、要となる原則として「公正かつ妥当な利用」および

「重大な危害を引き起こさないための義務」を定めている。パート V は、第 27 条（有害

な状況の防止および軽減）ならびに 28 条（「緊急事態」）を取り扱っている。これらの

条項は、災害、水に起因する伝染病、侵食、緊急事態などの発生時における当事国

への指針を提供するものである。 

 

 

 

ボックス５．洪水管理に関する国際法律文書 

 

国際河川法 

・ １９９２年 国連 国境を越えた水域及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約 

・ １９９７年 国際水路の非航行利用の法に関する条約 

 



 40

その他関連する国際法 

・ １９７１年 ラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条

約） 

・ １９７２年 UNESCO 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約 

・ １９９２年 国連気候変動枠組条約 

・ １９９２年 国連生物多様性条約 

・ １９９８年 環境問題における情報入手、意思決定への住民参加及び司法手段利用の

権利に関する条約 

・ １９９９年 国境を越えた水域及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約のための水と

健康についてのロンドン議定書 

・ 国連憲章 

 

非政府およびそのほかの専門家グループによる提案 

・ ヘルシンキ規則、ILA 第５２回会議報告 

・ 国際法協会会議および決議 

・ 国際法委員会 

 

条約慣行 

 

判例法 

 

 

5.1 範囲 

 

 もっとも重要な問題は、国際河川法が洪水の原因と結果の相互作用を十分に考慮してい

るか否かである。上流における土地利用が、様々な形で下流の河川利用者に影響を及ぼ

す可能性がある。たとえば、上流域の都市化が進み、自然な状態では通水性の表面を道

路や駐車場などにしたことによって、下流の洪水の発生率および強度を増加させる可能性

がある。同様に、自然の滞留池として機能する湿地や氾濫原の開発が誘因となって、下流

の洪水の危険や強度が増大する可能性がある。さらに、洪水事象は、とくに沖積氾濫原に

おいて、地下水の涵養および貯留に重大な役割を果たす 80。したがって、本項で考慮する

主な問題は、国際河川法が上述の土地と水、および地表水と地下水のつながりを認めて

いるかということである。 

 

 1997 年国連水路条約は、地表水と地下水のつながりを認めているものの、一見したとこ

ろ、地理的範囲を「水路（河川）」自体に限定して、全体としての流域を除外しているように

思われる。同条約の第 2 条（a）において、「水路（河川）」は「相互の物理的関係により統一

体を構成し、通常は共通の到達点に流れ込む地表水と地下水の系」と定義されている。し

たがって、上流の国での都市化や森林伐採が下流の国で洪水の増大を引き起こした場合、

同条約のが対象とする事項となるであろうか。第 5 条から第 7 条およびパート IV また当該

条項における生態系の保護、保全、および管理に関する言及に従って考えると、同条約は、

土地と水のつながりにも適用されているということができよう 81。その条項については後段

で詳細に考察するが、ここでは、同条約の地理的範囲に土地と水のつながりを含めるよう

に明白に定義していたとしたら、この点はもっと明確になっていたであろうと推断できる。 
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 1997 年国連水路条約とは対照的に、1966 年 ILA ヘルシンキ規則 (1996 ILA Helsinki 

Rules)の範囲においては、土地と水のつながりが明確に認識されている 82。ILA ヘルシンキ

規則は、「国際流域」の概念を採択しており、「国際流域」は「水体系における流域によって

特定される、二つ以上の国にまたがる地理的地域であり、水体系とは地表水と地下水を含

み、共通の到達点へと流れていくものである」と定義されている 83。いくつかの国際協定は、

同様の「流域」の定義を採択している。たとえば、1998 年ライン川汚染防止条約 (1998 

Convention on the Protection of the Rhine) は、条約の地理的範囲を次のように定義して

いる。 

 

「（i）ライン川、（ii）ライン川と相互に作用する地下水、（iii）ライン川と相互に作用するか、あ

るいはライン川との相互作用を回復する可能性がある水生および陸上生態系、(iv）ライン

川の集水区域で、その汚染がライン川に影響を及ぼす範囲、（v）ライン川の集水区域で、ラ

イン川沿いの洪水防止および防御にとって重要な範囲 84」 

 

5.2 実体的規則 

 

 実体的規則とは、国際河川の利用および保護に関する当事国の権利および義務を定め

るものである。本項で IFM に関して主に考慮するべき事項は、国際河川を共有する国々が、

洪水の便益的利用をおこなう一定の権利をもち、また洪水の有害な影響からほかの流域

国を保護する義務を負っているか否かということである。本項ではしたがって、洪水に関し、

公平で合理的な利用原則を、それが国際法の分野で最も重要で実質的な規則であるとし

て分析をする。その後、当事国が深刻な被害を防止し、水生生態系を保護するための義務

を負っているか否か、およびその範囲について考察する 85。 

 

公平で合理的な利用の原則 
 
 1997 年国連水路条約の第 5 条（１）は、「流域国は、それぞれの国土において、公平かつ

合理的な方法で国際水路（河川）を利用するものとする」と規定している。公平かつ合理的

な利用の原則の適用は、国際河川の水質および水量がすべての流域国のニーズを満足さ

せるには不十分な場合におこなわれる。 

 

 たとえば、以下のような状況が起こることがある。下流にある A 国は、氾濫原の土壌肥沃

度の改善を国際河川上流の洪水に依存しており、それがひいてはその国の農業利用に便

益をもたらす。しかし、上流の B 国が同じ国際河川の上流区間にダムシステムの開発を計

画し、それが B 国で必要な電力の多くを供給するだけでなく、かんがい、レクリエーション、

洪水調節に関する付加的な便益を期待する場合、対立が生じることがある（図4のパートI）。

いずれの利用も「合理的」とみなされ、かつ対立している場合、どちらに軍配が上がるのか。

あるいは代替案として、どのような利用法が公平とみなされ、したがって本分野における国

際法の基本的な規則に従うことになるであろうか。 

 

 このような事態においてなにが公平であるかを特定するには、関連するすべての要素と

状況の均衡を図る必要がある（ボックス 6 を参照）。当事国は、流量変動、水の利用可能性、

水質、気候変動、ならびに水生および関連する生態系への潜在的な影響のような問題を考
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慮しなければならない 86。河川に依存する住民の社会・経済的ニーズは、生計を維持する

ための国際河川の重要性と併せて考慮される。また現行および潜在的な利用法とそれら

の影響も考慮されなければならない。公平な基準を達成するための最終的な目標は、河川

の利用によって、それぞれの流域国が被る損害を最小限に抑えて、それぞれが得られる最

大限の便益を確保することである 87。下記に概略を示した仮説シナリオにおいて、公平と考

えられる解決策がいくつかある。たとえば、B 国は、A 国の農業需要を満たすために、1 年

のうち一定の時期にダムシステムから洪水の水を放流することに同意する場合がある。さ

らに、A 国は、限定的なダム放流の結果生じた発電量の損害に関して B 国に補償金を支払

うことに同意することがある（図 4 のパート II）。 

 

ボックス６ 

公平かつ合理的な利用 

 

 1997 年国連水路条約の第 5 条に従って、本条の意味する公平かつ合理的な方法

による国際水路（河川）の利用に際しては、第 6 条に定める通り、以下の項目を含め

た関連するすべての要素および状況を考慮しなければならない。 

 地理・水文地理・水文・気候・生態学的要素、およびそのほかの自然的特質 

 流域当事国の社会及び経済的なニーズ 

 それぞれの流域国において河川に依存する住民 

 一方の流域国における河川の利用が他方の流域国に及ぼす影響 

 現行および潜在的な河川の利用法 

 河川の水資源の保全、保護、開発、および利用経済、ならびにそのために講じる

対策費用 

 特に計画中あるいは現行の利用法と同等な価値を有する代替案の可能性 

 

 第 5 条または本条の第 1 節の適用にあたり、流域当事国は、必要が生じたときに

は、協力の精神に基づいて協議を開始するものとする。 

 

 それぞれの要素の比重は、ほかの関係要素と比較した場合の重要性によって決定

する。なにが合理的かつ公平な利用であるかを特定する際には、関係するすべての

要素を同時に考慮するとともに、全体の総意にもとづいて結論を導きださなければな

らない。 

 

 

 

 



 43

 
 
重大な損害を引き起こさない原則 
 
 公平かつ合理的な利用の規則と密接な関連があるのは、流域国は重大な損害をもたらし

てはならないという義務である。「公平かつ合理的な利用の規則」が競合する利害の均衡を

重視しているのに対して、「重大な危害を引き起こさない」の原則は、リスク管理を重視して

いる。1997 年国連水路条約の第 7 条（1）に従って、当事国は、「ほかの流域国に重大な損

害が及ぶのを防止するために適切なすべての対策を講じ」なければならない。同条約は、
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第 7 条（2）において以下のように定めることによって、重大な損害を引き起こさない義務と、

公平かつ合理的な利用の義務とを調和させようと試みている。 

 

 「いずれにせよ重大な損害がほかの流域国にもたらされる場合、河川を利用することによ

ってかかる損害を引き起こしている国は、その利用に関する同意を得ていない場合、第 5

条および 6 条の規定を十分に考慮の上、影響を被っている国と協議し、損害を除去または

軽減するために、また必要に応じて補償問題を検討するために、適切なすべての対策を講

じなければならない」。 

 

 後半部の規定に従って、重大な損害は、なにが公平かつ合理的かを特定するときに考慮

される要素とみなされる。さらに、重大な損害は、それが公平とみなされる限り許容される。

したがって上述の仮定的事例において、A 国がダムの利用は公平であると実証できる場合、

B 国は、農業利用にもたらされる一定レベルの損害を許容しなければならない。 

 

 「重大な」とは、次のように定義されている。 

 

「「検出可能」よりも程度が大きいが、「深刻」または「相当」なレベルとする必要がないもの

を意味する。損害とは、他国において人間の健康、産業、資産、環境、農業などに実際に

有害な影響をもたらすことをいう。そのような有害な影響は、事実にもとづく客観的な基準

によって評価ができなければならない 88。」 

 

 1997 年国連水路条約における「適切なすべての対策を講じる」という文言の使用は、重

大な損害の防止を結果として求めるのではなく、行為の義務としている点で重要である 89。

主な論点は、一つの流域国がほかの流域国における洪水による有害な影響を防止または

軽減するために適切な対策を講じてきたか否かにある。対策が「適切」とみなされるかどう

かは当該事例の損害の要素および状況に依存する一方、当事国は、「重大な国際的損害

を防止するため、またはその危険を最小限に抑えるための政策を策定する」と同時に、さま

ざまな施行メカニズムを通じてそのような政策を実施する一般的な義務を負っている。対策

の基準は、国際的損危害のリスクの程度およびその損害の規模に応じて変動する。同様

に、リオ宣言の第11原則に従って、当事国は、国の開発段階に応じて異なる対策の採用を

必要とされることがある 90。2001年ILC条項案は、以下のように記している。「十分に経済が

発展し、人的・物質的資源に恵まれ、高度に進化したシステムおよび統治構造を有する国

に期待される配慮の程度は、そうでない国の場合とは異なる」。 

 

   洪水管理に関してどのような対策が適切とみなされるかは、パート A ですでに考察した。

次の項ではさらに、重大な国際的損害を防止するために国際レベルで採用しなければなら

ない対策の種類を考察する。 

 

生態系の保護 
 
 生態系を保護することによって、清浄な飲料水、食糧、物資、水質浄化、洪水軽減、レクリ

エーションの場などの多くの便益がもたらされる。洪水は様々な形で生態系に恩恵をもたら

す事ができる。とりわけ、動植物や魚類の生息地である湿地帯の再生、農業に有益となる

河川の土砂や栄養分による土壌の肥沃化や、渇水時の備えとなる貯水池や地下水への補
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給などが挙げられる 91。他方、土砂が汚染されている場合、汚濁が生じる可能性がある。本

項において検討する主な問題は、国際河川法がどの程度生態系を保護し、洪水の有益な

役割を考慮するのかという事である。 

 

 生態系の保護は、なにが公平かつ合理的であるかを特定するに当たって考慮すべき重

要な要素であると考えられる。前述したように、1997 年国連水路条約の第 5 条（1）は、「国

際水路（河川）は、その最適かつ持続可能な利用および便益を実現するために、水路（河
川）の適切な保護との調和のもと、関係流域国の利害を考慮しながら、流域国によって利

用され、開発されるものとする」と定めている。1994 年 ILC 条項案の注釈によると、「適切な

保護」という表現は、保全、安全、および水関連の疾病に関する対策だけでなく、「技術・水

文学的意味での管理、たとえば流量調節、洪水・汚染・浸食の防止、渇水の軽減、および

塩水遡上の制御のために講じられる対策」を含んでいる 92。1997 年国連水路条約の第 20

条は、「流域国は、単独で、また適切な場合には共同で、国際水路（河川）の生態系を保護

および保全するものとする」と規定している。 

 

 初期の国際的な河川協定は、国際河川水路の汚染防止に重点を置いていた。1938 年タ

ン ガ ニ ー カ と ル ア ン ダ ・ ウ ル ン デ ィ 間 協 定  (1938 Tanganyika and Ruanda-Urundi 

Agreement) は、「隣接または連続する河川の水域に汚染を引き起こすか、または有毒、有

害、もしくは汚染物質の堆積の原因となる可能性のある採鉱または産業活動は、締約国の

政府によって認可されてはならない」と規定している 93。20 世紀後半における環境保護の必

要性に対する認識の高まりは、国際河川協定に反映されてきた 94。 

 

 生態系の保護の必要性は、環境に関するそのほかの国際協定によっても支持されてい

る。1971 年ラムサール条約 (1971 Ramsar Wetland Convention) にもとづいて、締約国は、

自国の領域内にあり国際的に重要な湿地帯を指定して、そのような湿地帯の保護および

分別ある利用に努める責任を有する。湿地帯の範囲が複数の当事国に及んでいる場合、

または河川が締約国によって共有されている場合には、各当事国は、湿地帯およびそこに

ある動植物の保全に関する現行および将来の政策や規制の調整・支援に取り組むものと

する 95。1972 年世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関するユネスコ条約 (UNESCO 

Convention Concerning the Protection of the World Cultural and Natural Heritage) の第 4

条にあるように 96、締約国は、「確実に文化遺産および自然遺産を認定し、保護し、保存し、

展示し、そして将来の世代への伝承をおこなう」義務を負っている。 

 

 1992 年国境を越えた水域及び国際湖沼の保護及び利用に関する UNECE 条約 (1992 

UNECE Convention on the Protection and Use of Transboundary Watercourses and 

International Lakes)（本書においては、「1992 年 UNECE 水条約」(1992 UNECE Water 

Convention) と表記する）は、「生態系に優しい」取り組みの例を示している 97。同条約は

「国際水域」の限定的な定義を定めているが、同条約の目的は、国際的な影響を防止、調

節、および軽減するために適切なすべての対策を講じることである。「国際的な影響」は、

同条約によって以下の事項を含むことにより広範に定義されている。 

 「人間の活動より起こる国際水域の状態変化によってもたらされる深刻な環境への悪影

響で、その物理的原因の全部またはその一部が締約国の管轄地域内に位置する。そのよ

うな環境への影響には、人間の健康および安全、植物、動物、土壌、大気、水、気候、景観、

および歴史的建造物、またはそのほかの物理的構造物もしくはこれらの要素間の相互作
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用などへの影響を含む。また、これらの要素の変化によって生じる文化的遺産または社会

経済状態への影響も含む」。 

 

 1992 年生物多様性条約 (1992 Convention on Biological Diversity) も、以下の点におい

て、生態系保護と関連がある。すなわち、当事国の管轄または管理にもとづく活動がその

ほかの国の生物多様性に重大な影響を与える可能性が高い場合、締約国は、通告、情報

交換、および協議対策を促進しなければならない 98 という点である。また 1992 年国連気候

変動枠組条約 (1992 United Nations Framework Convention on Climate Change) において

は、締約国は、「気候変動の影響に適応させるために、沿岸域管理、水資源および農業、

ならびにとくにアフリカを含む渇水、砂漠化、および洪水の影響を受けている地域の保護お

よび再生のための適切かつ統合的な計画を策定し」しなければならない 99。最後に、1994

年砂漠化対処条約 (1994 United Nations Convention to Combat Desertification) に従って、

締約国は、土地および水資源の再生、保全、および持続可能な管理の促進に努める 100。 

 

 このように、各国が国際河川を利用する際に、生態系および湿地帯の保護に特に配慮し

なければならないことを指摘する典拠は十分にある。統合洪水管理を促進するには、土地

と水の相互作用、ならびに地表水と地下水のつながりを対象に含めるために、国際河川協

定の範囲を広範囲に定義する必要があるように思われる。最後に述べた目的を達成する

には、「排水」または「生態系」を活かす取り組みを採用する協定がもっとも適切であると考

えられる。 

 

5.3 データと情報の交換 

 

 データと情報の交換は、国際河川における洪水問題の調整を可能にする基礎となる。

1997 年国連水路条約は、第 9 条において、データと情報の交換に関して下記のように定め

ている。 

 

「（1）．．．流域国は、水路（河川）の状態、とくに水文、気象、水文地質、および生態系特性

や、水質に関連する状態や関連する予報についての、直ちに入手可能なデータと情報を定

期的に交換するものとする。 

 

（2）流域国がほかの流域国から容易に入手できないデータまたは情報の提供を要請され

た場合、当該国は、最善の努力を尽くして要請に応諾するものとするが、当該するデータま

たは情報の収集および、場合に応じて加工処理に関する妥当な費用を要請国が支払うこと

を応諾の条件とすることは許される。 

 

（3）流域国は、データや情報の提供先となるほかの流域国が容易に利用できるような方法

でデータと情報を収集し、場合に応じて加工処理するために最善の努力を尽くすものとす

る」。 

 第 9 条は、河川の自然の状態ならびに、過去および現在の人間活動が自然の状態に及

ぼす影響を扱う 101。「定期的な」データと情報の交換は、「進行中かつ体系的な行為」とみな

され、ILC の注釈において奨励されているが、そのために流域国が現行または新しい共有

のシステムを利用することを義務づけてはいない。「入手が容易な」情報に関しては、ヘル

シンキ規則の第 XXIX 条の注釈に、「．．．当該流域国に、不適切な情報の提供を要請する
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ことはできず、また、持っていないまたは容易に入手できない統計およびそのほかのデータ

を確保するための費用を負担させたり迷惑をかけたりすることもできない」と記されている。

1997年国連水路条約の第31条では更に限定をされ、「（流域国の）防衛または安全保障に

とって重要なデータまたは情報」を条項から除外している。またデータベース保護を取り扱

った前述の第 2．2 項で提起した法的問題も、国際河川と関連性があるかもしれない。 

 

 多くの国際協定が流域国間のデータと情報の交換に関する規定を設けている 102。1995年

メコン川流域協定 (1995 Mekong River Basin Agreement) の締約国は、「データと情報の交

換および共有の手続き」を採択した 103。これは、「メコン川委員会およびその加盟国がメコン

川流域開発協力協定を実施するための、有効かつ信頼性がありアクセス可能なデータと情

報システムの運用に不可欠なもの」として作成された。この手続きは、データと情報の意味

を定義し、メコン川委員会に加盟する 4 か国間においてデータと情報を交換する際の基本

原則を策定し、メコン川委員会事務局に提供されるデータと情報の種類を詳細に定めるも

のである。 

 

5.4 組織の仕組み 

 

 当事国が洪水管理において効果的に協力するために、組織の体制確立が不可欠なこと

は明らかである。河川流域機関の設立は、好ましい協力方法である。McCaffrey が述べて

いるように、「水系の最適な利用および保護を達成するには、共同機関を通じた国際河川

系の管理は、段々と一般的になっているだけでなく、流域国間の協力形態としてほとんど不

可欠である 104」。 

 

 1997 年国連水路条約には、共同機構に関する二つの条項がある。第 8 条（2）は、「流域

国は、必要と考えられる場合、さまざまな地域における既存の共同機構および委員会での

協力によって得られた経験に照らして、関連する対策や手続きにおける協力を促進するた

めに、共同機構または委員会の設立を検討」することを推奨している。さらに、第 24 条は以

下のように定めている。 

 「流域国は、どの流域国の要請にも応じ、国際水路（河川）の管理に関する協議を開始す

るものとする。その協議には共同管理機構の設立を含めることがある」。 

 

 本条の目的に関する限り、「管理」とはとくに以下のことを意味する。 

（a）国際河川の持続可能な開発の計画策定および採用された計画の実施 

（b）上記以外の場合、河川の合理的かつ最適な利用、保護、および管理の促進 

 

 多くの協定が、共同機関を通じた国際河川に関する活動の協力について規定している。

ただし、機関の役割および責任は、きわめて多様である 105。 

 1992 年 UNECE 水条約第 9 条（1）は、次のように定めている。 

 

 「河岸国は、二国間または多国間協定やその他の取り決めが締結されていない場合、あ

るいは既に存在する取り決めと、この条約の基本原則との間の矛盾を取り除く必要がある

場合において、国際河川における有害な影響の防止、制御、軽減に関する相互の関係や

行動を規定するために、平等性と互恵主義に基づいて取り決めを結ぶものとする。106」 
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 さらに同条約の第 9 条（2）は、次のように定めている。「協定や取り決めは．．．共同機関

の設立を規定するものとする」。明確な義務ではないが、南部アフリカ共同開発体（SADC）

2000 年度改正議定書 (2000 Revised SADC Protocol) は、次のように定めている。「流域

国は、どの流域国からの要請にも応じ、共有する河川の管理に関する協議を開始するもの

とし、その協議には共同管理機構の設立を含めることがある 107」。 

 

 流域国は、国際法のもとで国際河川に関する共同機関の設立を義務づけられているもの

ではないことは明らかであるが、多くの場合には、そのような機関は、国際河川に関連する

それぞれの国の活動を調整し、義務を履行する機構としては最適なものとなることがある。

洪水管理の観点から、「共同管理機構」の設立は、1997 年国連水路条約において想定され

ているように、洪水がもたらす便益を最大限に活かすと同時にその有害な影響を最小限に

抑えるための重要な役割を果たしうるものである。 

 

5.5 住民参加 

 

 1992 年 UNECE 水条約にもとづいて、河岸の当事国は、「国際水域の状態や、国際河川

に及ぼす悪影響の未然防止、規制、および削減のために講じられる、または計画される対

策、ならびにそれらの対策の有効性に関する情報を住民が利用できる」ことを保証しなけれ

ばならない 108。国際河川協定において住民に情報へのアクセスを提供する規定は一般的

になりつつあるが、そのようになった理由の一部は間違いなく、1998 年の「環境に関する、

情報へのアクセス、意思決定における市民参加、司法へのアクセスに関する条約」（以下、

「オーフス条約」と表記する）が採択されたことにある 109。ボックス 7 は、本条約を紹介するも

のである。 

 

 

ボックス７ 

オーフス条約 (Aarhus Convention) 

 

 国連欧州経済委員会（UNECE）オーフス条約は、1998年 6月25日、デンマークのオ

ーフス市で第 4 回汎欧州環境閣僚会議において採択された。同条約は、2001 年 10

月 30 日に施行された。オーフス条約は、環境に関する市民（市民およびその団体）の

複数の権利を確立するものである。公共機関（国、地域または地方レベル）は、これ

らの権利が施行されるよう貢献しなければならない。同条約は、次のように規定して

いる。 

 

 すべての者の公共機関が保有する環境情報を得る権利（「環境情報へのアクセ

ス」）。これは、環境の状態に関する情報を含めることがあるが、講じられる政策

または対策、もしくは人間の健康および安全性が環境の状態によって影響を受

ける可能性がある場合には、それに関する情報も含めることがある。市民は、こ

の情報を請求から 1 か月以内に、請求の理由を述べる必要なく入手する資格を

有する。さらに、公共機関は、本条約にもとづいて、機関の保有する環境情報を

積極的に普及させる義務を負う。 

 

 環境問題の意思決定に初期段階から参加する権利。公共機関は、環境に影響
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を及ぼす事業提案や環境に関する計画およびプログラムなどについて、市民お

よび環境団体が意見を述べることができるように取り計らう。これらの意見は、意

思決定において十分に考慮しなければならない。また最終決定およびそれに至

る根拠に関する情報を提供しなければならない（「環境問題の意思決定における

市民参加」）。 

 

 上記の二つの権利または一般的な環境法を尊重することなくおこなわれた公共

の意思決定に対し法廷で異議申し立てをおこなう権利（司法へのアクセス）。 

 

 

 

 1992 年 UNECE 水条約に関する 1999 年水と健康に関するロンドン議定書 (1999 London 

Protocol on Water and Health to the 1992 UNECE Water Convention) の第 5 条（i）は、水問

題への住民参加の利点を次のように特定している。 

 

 「情報へのアクセスおよび水と健康に関する意思決定への住民参加は、決定の質と実施

を改善し、問題に関する住民の意識向上を促進し、住民が懸念を表明する機会を提供し、

公共機関が十分にそのような懸念を考慮できるようにするためにとりわけ必要である。この

ようなアクセスと参加は、これらの意思決定に関する司法および行政審査への適切なアク

セスによって補完されなければならない 110」。 

 

 またいくつかの国際河川協定も、意思決定過程への住民参加の水準に関して規定してい

る。1997 年国際河川の保全および持続可能な利用のための協力に関するエストニア・ロシ

ア 二 国 間 条 約  (1997 Agreement between Estonia and the Russian Federation on 

Cooperation in Protection and Sustainable Use of Transboundary Waters) にもとづいて、

「当事国は、行政機関、地方自治体、学術・公共利益団体、ならびに国際河川の持続可能

な開発および保全の分野におけるそのほかの機関の相互協力を促進する 111」。欧州連合

水枠組み指令 (European Union Water Framework Directive) でも、加盟国は、「本指令の

実施、とくに河川流域管理計画の策定、評価、および更新において、すべての利害関係者

の積極的な参加を促進しなければならない 112」とされている。 

 

5.6 紛争解決の仕組み 

 

 当事国は、国際河川をめぐる紛争を平和的手段によって解決する義務を有する 113。国家

間の紛争に関しては、紛争を解決するためのさまざまな代替案を利用することができる。交

渉は、二国間の紛争解決のためのもっとも単純かつ費用のかからない方法である。仲裁、

調停、和解などの手法による第三者の介入も、紛争解決の手段として当事国の利用が可

能である 114。通常は外交手段が不調に終わった場合に、当事国が紛争を解決するために

利用可能な別の手段として、仲裁あるいは司法解決に委ねることもできる 115。 

 上記の概要調査によって、洪水管理問題は単独で検討するのではなく、国際河川の利用

および保護のためのさらに広範囲の法的枠組みの一部として捉えなければならないことが

わかる。加えて、このような法的枠組みには、国際河川レベルで統合洪水管理を促進する

ための一定の基本的要素を組み入れなければならない。 
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6. 洪水管理に関する条約実例 
 

 国連食糧農業機関（FAO）の条約データベースには、国際河川に関する 3,600 以上の二

国間および多国間条約が西暦 805 年に遡るものから記録されている 116。 

 

6.1 多国間条約の実施 

 

 1997 年国連水路条約の第 27 条は、たとえば洪水など、国際河川に被害を及ぼす可能性

のあるさまざまな状況を対象としている。ここでは、以下のように定めている。 

 

 「流域国は、単独で、また適切な場合には共同で、洪水または氷の状況、水系伝染病、堆

泥、侵食、塩水侵入、渇水または砂漠化のような、ほかの流域国に損害を及ぼす可能性が

あり国際水路（河川）でおこり得る事態を、自然要因または人的要因かを問わず、防止また

は緩和するために、適切なすべての対策を講じるものとする」。 

 

 「単独で、また適切な場合には共同で．．．するものとする」という表現を使用することにお

いて、同条約は、一定の状況においては、洪水の影響を防止または軽減するために、当事

国間の共同行動が必要な場合があることを認めている。1994年ILC条文案の注釈によると、

当事国は「貯水池の建設、植林、または一連の管理指針の改善」を含めた、洪水の影響を

防止または緩和するための一連の対策を講じることができる 117。注釈はさらに次のように

記している。 

 

 「第 27 条にもとづいて講じることがある対策の種類は数多く、かつ多様である。その範囲

は、問題となる事態を防止および緩和することに役立つデータと情報の定期的または時宜

を得た交換から、流域国の領域内における活動が、他の流域国に損害をもたらすような状

況を引き起こさないようにあらゆる適切な措置を講じることにまで及ぶ。さらに、構造物の建

設の有無を問わず、共同対策の計画策定および実施に関する協議の実施、ならびに実施

済みの対策の有効性に関する調査の準備も含めることがある」。 

 

 したがって、第 27 条は明らかに、この条約のその他の関連条項と関連づけて解釈しなけ

ればならない。とくに、重大な損害が生じないように適切な対策を全て講じる義務に関する

第 7 条、国際河川の生態系の保護および保全に関する第 5、20、および 21 条、対策計画に

関するパート III、定期的な情報交換に関する第 9 条、管理に関する第 24 条、流量調節に

関する第 25 条、ならびに設備、施設、およびそのほかの構造物の維持管理に関する第 26

条がそれに該当する。 

  

第 27 条は、実際の緊急事態に関する第 28 条によってさらに補完される。「緊急事態」と

は、「流域国またはそのほかの国に深刻な損害をもたらすか、あるいは差し迫った損害の

脅威を引き起こし、洪水、氷の崩壊、地すべり、または地震などの自然、あるいは産業災害

のような人間活動に起因して突発的にもたらされる状況」と定義されている。同条項に従っ

て、当事国は遅滞なく、かつ最も迅速で利用可能な手段によって、影響を被る可能性のあ

る国および管轄の国際機関に緊急事態を通知すること、緊急事態の有害な影響を防止、

緩和、および除去するために、影響を被る可能性のある国および適切な場合には国際機

関と協力することが義務付けられる。また必要に応じて緊急事態に対処するための緊急計
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画を、適切な場合には影響を被る可能性のある他の国および管轄権を有する国際機関と

協力して策定することも義務づけられる。管轄権を有する国際機関には、当事国が国際河

川に関する活動を調整するために設立した共同機関を含めることがある。共同機関は、早

期警報システムを開発し、対応の取組みを調整するための最適な機関である場合が多い
118。 

 

 実際の緊急事態対応に関しては、包括的な多国間条約の例はない。しかし、国際赤十字

赤新月社連盟 (International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies（IFRC）)

の協力による現行の条約法に関する調査によって、当事国間の災害対応問題を少なくとも

部分的には取り扱っている約 140 の条約が確認された 119。この調査では、二国間レベルの

条約の大多数は欧州の国によって締結され、そのほかの地域においては条約策定がきわ

めて限られていたことが記されていた。IFRC の調査は、国際的災害対応に関する法律は

依然として普遍性に欠け、決定的でないと結論づけた。さらにこの調査によって、規定が不

十分であるか、あるいは条約に定められていない分野が複数確認された。たとえば、入国

要件、労働許可、移動の自由、職員の地位および特権、専門性の認定、情報交換、輸送貨

物の処理、要請国における輸送、関税、ならびに救援物資の配布および利用などである。 

  

6.2 地域的な条約の実施 

 

 1992 年、UNECE は、国境を越えた水域及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約 

(Convention on the Protection and Use of Transboundary Watercourses and International 

Lakes) を採択し、同条約は 1996 年に施行された 120。UNECE の 34 か国と欧州委員会によ

って採択されたこの 1992 年 UNECE 河川条約は、欧州の国際河川をめぐる協力の促進、と

くに旧ソビエト連邦の崩壊以降の東欧、コーカサス、および中央アジアの諸国の支援にお

いて大きな影響を及ぼしてきた。洪水問題は同条約において直接取り扱われてはいないが、

上述したように、同条約の多くの規定が国際的な洪水管理のさまざまな側面に関連づけら

れる。 

 

 緊急事態に関しては、1992 年 UNECE 水条約第 14 条は、国際河川流域に影響を及ぼす

可能性がある危険な状態に関する情報を必ず相互に通知することを義務づけている。さら

に、適切な場合には、締約国は、統合されたあるいは共同の警告と警報のシステムを設置

することとされている。 

 

 1992 年 UNECE 水条約に含まれる洪水管理関連の条項以外に、2000 年 3 月、同条約の

締約国によって持続可能な洪水防止に関する指針が採択された 121。その後、ドイツが主導

する UNECE タスクフォースが洪水の予防、防御、および軽減に関して 2000 年洪水指針を

分析し、将来の活動を提案した。たとえば、国および国際レベルにおける法的取決めの強

化、ソフトロー文書の策定、洪水管理活動における能力開発の向上などである 122。 

 

 また欧州連合（EU）も、洪水管理に関連する法律および政策を策定した。2000 年、EU は

水政策の分野における共同体活動の枠組みを確立する指令 2000/60/EＣを採択した（EU

水枠組み指令（EUWFD））。この指令の主な目的は、第1条に記されているとおり、洪水およ

び渇水の影響の軽減に貢献することである。EU 洪水行動プログラムの枠組みの中で、

EUWFD と運用面で連携した洪水の評価と管理に関する指令（「洪水指令」）が別に提案さ
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れ、公開協議が行われた。このもう一つの指令は、加盟国が河川流域や沿岸地域で、協調

と調和のとれた活動を通じて、住民、財産、環境に及ぼす洪水のリスクを管理する義務を

定めることを目指すものである。123。 

 

6.3 特定河川流域条約の実例 

 

 欧州においては多くの国が、洪水管理問題に取り組むために、流域または分割した流域

レベルにおいて法律および政策を策定してきた。1998 年ライン川汚染防止条約 (1998 

Convention on the Protection of the Rhine) にもとづいて、締約国は第 3 条に従い、「生態

学的要件を考慮した、総体的な洪水防止および防御」の目標を設定した 124。それと並行し

て、同条約の締約国は、1998 年 1 月、ライン川洪水行動計画（Rhine Action Plan on 

Floods）を採択した 125。同様に最近、1994 年ドナウ川の保護および持続可能な利用のため

の協力に関する条約 (1994 Convention on Cooperation for the Protection and Sustainable 

Use of the Danube River) を踏まえて、ドナウ川流域諸国のための洪水行動計画が採択さ

れた 126。この行動計画は、ドナウ川汚染防止国際委員会によって策定され、構造物および

非構造物対策を含めた洪水管理の基本原則および手法を規定している。 

 

 1995 年メコン川流域持続的開発協力協定 (1995 Mekong River Basin Agreement) は、

1995 年 4 月 5 日に、メコン川下流域に位置するカンボジア、ラオス、タイ、およびベトナムに

よって締結された。第 1 条により、同協定の目的は以下のように定められている。 

 

 「河岸住民全員による多様な利用と相互の便益を最大化し、自然または人間活動に起因

して生じる可能性のある有害な影響を最小限に抑えるような方法で、かんがい、水力発電、

舟運、洪水防御、漁業、木材の水上輸送、レクリエーション、および観光を含み、かつこれ

らに限定されないメコン川流域の水および関連資源の持続可能な開発、利用、管理、およ

び保護にかかわるあらゆる分野において協力すること 127」。 

 

 メコン川委員会は、同協定の目的が実施されることを監督する責任を有する。メコン川下

流域で 2000 年に発生した異常洪水を踏まえて、洪水リスク区域における人口集中に対処

するため、メコン川流域委員会は、洪水管理・軽減プログラムを策定した 128。 

 

6.4 そのほかの条約実例 

 

 全面的または、ほぼ全面的に洪水問題のために締結された条約は数少ない。そのうちの

ほとんどは洪水防御と調節に重点を置いている。たとえば、1952 年の（旧）ソ連とルーマニ

ア間の条約 (1952 Convention between the (former) Union of Soviet Socialist Republics 

and Romania) のもとに両国は、数ある取り決めの中で、調整を取りながら計画策定と調査

を行い、データと情報を交換し、自国の領域内で適切な洪水防御設備を建設、運転、維持

管理することに合意している 129。1935 年の米国とカナダ間の条約 (1935 Agreement 

between the United States and Canada) においては、当事国は、「洪水時にはダムのゲー

トを十分に開口し、ダムが貯水池からの流出を妨げないようにして、洪水を排出し、可能な

限りすみやかに貯水池の水位を 682.70 の通常の規定水位まで低下させること」に合意して

いる 130。同様に、1988 年の米国とカナダのレッドリバー洪水防御協定 (1988 United 

States-Canada Red River Flood Control Agreement) では、両当事国は、カナダと米国双方
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の居住地域を保護するために、一連の堤防を建設する共同事業の実施に合意している
131。 

 

 さらに、以下一連の「枠組み」条約において、締約国は、洪水の制御、緩和、および防止

に関する追加的条項を策定することに合意している。2002 年 IncoMaputo 協定 (2002 

IncoMaputo Agreement) は、「当事国は、洪水の影響を軽減するために、それぞれの行動

を調整し、対策を策定する義務を負う 132」と規定している。興味深いのは、この協定が洪水

の有益な面と有害な面を区別していない点である。同様に、1998 年のポルトガルとスペイ

ン間の条約は、「当事国は、洪水の影響を最小限に抑えるために行動を調整し、特別な仕

組みをつくらなければならない」と規定している 133。 

 

カザフスタンとキルギスの間のチュー川およびタラス川に関する 2001 年の条約 

(Agreement between Kazakhstan and Kyrgyzstan of 2001 on the Chu and Talas Rivers) は、

当事国が「洪水、泥流、およびそのほかの自然現象の有害な影響を受ける地域における、

国際的に利用される水施設および領土を保護するための共同対策を実施する 134」ことを義

務づけている。洪水の有害な影響から締約国を保護するために必要な共同対策の詳細に

ついては詳述されていない。 

 

 洪水防御・軽減対策は、一般的な河川条約に含まれていることが極めて一般的である 135。

国際河川協定には、洪水の防御および軽減に関する広範囲にわたる対策が含まれている。

たとえば、1960 年インダス川条約 (1960 Indus Water Treaty) は、それぞれの当事国が「貯

水池からの大量流出や洪水流量に関し入手しているあらゆる情報を可能な限りすみやか

に影響を受ける可能性のある当事国に伝達」することを義務づけている 136。 

 

 また国際河川協定には、洪水制御に関連する施設の建設、操作、および維持管理に関

する規定も含まれている。1982 年のフランスとベルギー間の条約 (1982 Convention 

between France and Belgium) は、当事国がリス（Lys）川への洪水の排水を容易にするた

めの一定の施設を設置し、操作し、維持管理することを義務づけている 137。洪水問題に関

して国際河川協定にみられるもう一つの共通点は、洪水予警報に関する条項である。たと

えば、ポルトガルとスペイン間の条約は、当事国が「洪水警報状態」を宣言し、ただちにあら

かじめ指定されたもう一方の当事国の管轄機関に情報を伝達することを義務づけている
138。 

 

 調査した条約のうち、洪水の有益な側面を特に認めている唯一の例は、1926 年のポルト

ガルと南アフリカのクネネ川の統制に関する協定 (1926 Agreement between Portugal and 

South Africa regulating the Kunene River) である 139。同協定の序文は、先住民の便益のた

めに河川の自然の越流を保護する必要性に言及している。さらに、同協定にもとづいて設

置された委員会への付託事項の一部は、氾濫のための十分な水の確保であった。 
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7. 洪水管理に関する国際法協会の貢献 
 

 国際法協会 (The International Law Association（ILA）)は、水資源に関する国際法に大き

く貢献してきた 140。ILAのもっとも特筆すべき貢献は、1966年の国際河川の水利用に関する

ヘルシンキ規則 (1996 Helsinki Rules on the Uses of the Water of International Rivers)であ

る 141。これは、とくにアフリカ、アジア、および中南米における河川協定の策定にきわめて大

きな影響をもたらしてきた 142。ヘルシンキ規則において洪水問題は直接取り扱われていな

いが、ILA はその後、1972 年ニューヨーク規則 (1972 New York Rules)と称される洪水防御

に関する決議を 1972 年に採択した 143。この決議には八つの条項が含まれ、各条項は主と

して洪水に関する条約実施を基本としている。 

 

 1972 年ニューヨーク規則は、当事国が洪水を防止するか、またはその有害な影響を軽減

するための対策を実施するときに考慮しなければならないいくつかの措置を示唆している。

「一つのサイズで全てをまかなう」ことを避けるため、関連条項は、義務的なものではなく、

むしろ推奨に近いものであった。ILA によると、流域国が考慮しなければならない協力策に

は、以下の事項が含まれる。 

 

(a) データの収集と交換 

(b) 測量、調査、および研究の準備とそれらに関しての相互交流 

(c) 関連対策の計画策定および設計 

(d) 洪水防御対策の実施 

(e) 構造物の運用および維持管理 

(f) 洪水予報と洪水警報の伝達 

(g) 水位と流量を伝達する定期情報サービスの確立 144 

 

 上記の条項は、当事国が共同で採用を検討しなければならない協力対策に重点が置か

れているが、1972 年ニューヨーク規則は、当事国が自国の領域内で負わなければならない

個別の責任についても考慮している 145。 

 

 上記の条項は、当事国が国際河川を利用する権利を強調するものである。ただし、それ

が洪水制御の目的と過度に矛盾しないことを条件とする。 

 

 関連データの収集と交換及び測量、調査、および研究の準備、そして洪水予報や洪水警

報の伝達、ならびに定期情報サービスの確立に関し、1972 年ニューヨーク規則では、それ

らの費用は流域国が共同で負担するものと定めている 146。特別な作業が流域国の一つで

行われた場合、その費用は、特にそのほかの取り決めがない限り、要請した国が負担する

ことになる 147。 

 

 洪水の発生時、または発生する可能性が高い場合の当事国の権利および責任に関して、

1972 年ニューヨーク規則 148は、洪水の予報および早期の警報、ならびに水位と流量を伝達

するための定期情報サービスの確立を規定している。 

 

 1972 年ニューヨーク規則の第 7 条は、洪水が「自然の力、豪雨、融雪、地震などによって」

発生する可能性を認めている 149。したがって、同条項において、洪水によって生じた損害の
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責任は、損害が甚大であり、当事国が「その状況下での合理的に期待されうる」方法にお

いて行動したか否かという点に責任を限定している 150。 

 

 1972 年ニューヨーク規則に関して特筆すべき重要な点は、同規則が「洪水」の定義を「流

域を共有する国において人命および財産に有害な影響を与える水位の上昇」に限定してい

る点である 151。同様に、「洪水防御」は、「洪水から陸域を保護するか、あるいは洪水の損

害を最小限に抑えるために適切なすべての措置を講じること」と定義されている 152。1972年

ニューヨーク規則は、もっぱら氾濫の否定的な側面を取り扱っており、国際的な洪水の共同

管理の問題はほとんどあらかじめ除外されている。その定義は、「UNESCO-WMO 国際水

文学用語集 153」に記載されている定義とは大きく異なっている。後者では洪水を「河川水位

が通常は短時間でピークに達した後、比較的緩やかな速度で低下する」と定義している。 

 

 最近では、ILA は 2004 年 8 月、水資源に関するベルリン規則(2004 Berlin Rules)を採択し

た 154。ベルリン規則は、国際河川および国内河川を対象とする 1972 年ニューヨーク規則に

含まれている規則の改訂版を含み、ILA の前の取り組みを基にして、洪水問題に直接言及

している 155。洪水発生前の問題に関しては、2004 年ベルリン規則は、上記に要約した同様

の対策に言及し、予見可能な洪水の状態に対応するための「共同緊急対応計画」を定めて

いる 156。しかし、現行の国際法を代表するものとして捉えた場合のベルリン規則の利点に

は、議論の余地がある 157。 
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パート C 

洪水管理に関する現行の国内法制度の分析 

 
8. 簡易な法制度評価ツール 
 

 本章の主な目的は、簡易な法制度評価ツール(Rapid Legal Assessment Tool（RLAT）)と

称する方法を提示することである。この方法によって、国の専門家チームは以下の事項を

おこなうことが可能になる。 

 

 現行の法的枠組みの統合洪水管理の概念との適合性を検証する。 

 適正な改正プロセスを導入する。 

 

 RLAT は、統合洪水管理を実現するための環境の一部として、法的枠組みの確立または

改正に向けた最初の過程として、当事国が利用できる手順をおおまかに示したものである。

RLAT を適用する際には、政策立案、法律、および水文学・水理工学の分野から集めた国

内の専門家チームが必要となる。RLAT を適用した結果として、改正に向けた具体的な提

案を引き出すための広範な協議の場（関連省庁の参画または可能な限り広範な利害関係

者の意見を取り入れるための全国会議）において話し合われる題材が作り出されるべきで

ある。 

 

 この手法には基本的に、４つの構成要素がある。1 番目の要素である関連背景は、当事

国の洪水問題をさらに広範な法・政治環境に関連づけて分析することを目指す。2 番目の

要素、データ収集は、国内の現行法のなかで洪水管理に関係するものを全て特定する方

法を提供するものである。洪水管理問題に関わるさまざまな国内および国際的な法律文書

（付属書を参照）が基礎データの情報源となる。本手法の 3 番目の要素、ギャップ分析は、

現行法の規定と統合洪水管理の要件を比較し、必要事項と現実に実施可能な事項の相違

点を特定する方法である。4 番目の要素は、改正手続き過程を進めるための、実施段階に

おける機会、限界、および制約を特定することである。これらの４つの要素は、後段におい

て詳細に検討する。図 5 およびボックス 8 は、この方法論の概要を示すものである。 

 

 



 57

 
8.1 関連背景 

 

 ほとんどの国において法改正の必要性には疑いの余地はないが、それぞれの国におけ

る各々の事情は異なる。関連背景に含まれるのは、洪水問題の簡潔な概要や、当事国内

の全般的な法・政治環境などである。これは、一つの場所の水文気象および地形、ならび

にその関連の洪水リスクによる影響の受けやすさだけでなく、憲法関連、社会・文化・伝統

的環境、ならびに経済状況および開発のために採用されるモデルにも適用される。改正手

続きがどのように進行するかは、当事国の国民が享受する民主化の程度、社会構造およ

び規則、ならびに法慣習にも左右される。 

 

 

ボックス 8．簡易な法制度評価ツールの段階的方法 

 

準備段階 

 洪水に関する現行の国内政策の枠組みを詳細に調査する。 

 

関連背景 

第 1 段階： 

 洪水問題、ならびに法・政治環境全般との関連で洪水および氾濫原の役割を把握

する。 

 

データ収集 

第 2 段階： 

 水関連およびそのほかの二国間協定または多国間協定を調査し、当事国が表 1 に

記載された国際・地域協定に加盟しているか否かを判断する。 

第 3 段階： 

 水、土地、環境、およびそのほかの関連項目に関する憲法上の規定を調査する。 
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第 4 段階： 

 表 3 を利用して、表 2 に記載された洪水関連項目に関する全国および地方の法律

を調査し、一覧化する。 

 

ギャップ分析 

第 5 段階： 

 表 4 および 5 を利用してギャップ分析を実施し、取り組む必要のある分野を特定す

る。 

 

機会、限界、および制約 

第 6 段階： 

 法改正の機会、限界、および制約を特定する。 

第 7 段階： 

 特定された改正分野にもとづいて法改正手続きを立案する。 

 

洪水問題 
 

 国の洪水発生状況の分析は、現行の法制度改正をおこなう場合にもっとも重要な第 1 段

階である。また法規制の枠組み改正には、法改正の必要性と洪水管理の目的との間に明

確な相関関係があることを示す適当なデータが必要になる。このような分析の詳細を本書

の範囲において提示することはできないが、本段階の関連事項および内容に関する要点を

以下に述べる。 

 

 国の洪水発生状況の概要として、水文気象、地理、および地形条件が含まれるとともに、

現存する過去の洪水事象記録にもとづいていなければならない。また、当事国が計画した

開発目的における氾濫原の重要性を記述し、洪水リスクの傾向とその背後にある社会経

済的及び気候学的要因について、洪水の肯定的および否定的側面を含めて特定しなけれ

ばならない。洪水管理に関しては、これらのデータの出所は環境科学、とくに水文気象学に

加えて、社会・経済分野を含めたさまざまな専門分野に及ぶ。必要となるデータは国によっ

て大幅に異なる。以下に示すデータと情報は、個々の国のデータと資源の利用可能性に合

わせて応用することができる（これらの項目に限定されるものではない）。 

 

環境関連（とくに水文気象および地理）： 

 気候条件：降雨パターン、気温、蒸発、放射、融雪、排水系統の永久凍結および氷（の

詰まり）の発生 

 地球物理学的条件：排水系統の地形および通水、土壌種別、土壌水分 

 過去の洪水記録：規模（ハイドログラフ）、洪水の頻度および種類、土砂堆積、氾濫面

積および浸水深 

 将来の洪水シナリオ：異なる気候および社会経済の発展シナリオ別の洪水ハザードマ

ップ（利用可能な場合） 

社会関連： 

 土地利用、特に都市化、森林伐採、および農業慣行 

 洪水の影響を被る住民の人数 

 過去の、および推定モデルで特定される洪水リスク区域の人口動態と人口密度 
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 過去の洪水事象で出された警報に要した時間と災害対応 

 気候変動による将来の危険予測を含めた、洪水リスクに対する住民の脆弱性（利用可

能な場合） 

 

経済関連： 

 氾濫原の経済的重要性（漁業および鉱業を含めた食糧生産および生活手段、輸送網

など基盤施設の開発にとっての重要性） 

 過去の洪水が様々な部門に及ぼした経済的影響、たとえば農業、工業、家庭と生計、

水力発電、舟運、ならびに保険などの分野 

 現行の洪水管理対応の有効性（構造物および非構造物） 

 

 このRLATが主眼に置かれているのは法的評価であり、洪水問題の網羅的評価ではない

ため、既存文献において利用可能な範囲でデータと情報を使用することが推奨される。 

 

法・政治的背景 
 

 政府の形態と構造、および国際的義務は、法制度改正がどのように実施されるかというこ

とに影響する。法制定手続きが根本的に異なる国もあれば、指針を司法判断に委ねる国も

ある。法・政治環境の分析には、以下の項目を考慮しなければならない。 

 

 政治体制（共和国、立憲君主国、革命政権など） 

 政権分立およびその相互関係（行政、立法、司法など） 

 市民による政治参加の水準（地方および全国の民主化の水準など） 

 全国および地方レベルを含めた行政構造（連邦、中央集権、強力な地域など） 

 適用可能な法制度の種類（大陸法、英米法、イスラム法、慣習法など）。洪水管理の個

別の側面で適用可能な体系が数種類に及ぶ場合がある（たとえば、水利権には慣習

法が適用されていても、全般的な国内の事案についてはイスラム法や広義の民法が

適用される場合など）。 

 経済の方式（自由市場、中央統制方式など） 

 国際機関への加盟（欧州連合、世界貿易機関など） 

 一元論もしくは二元論（国際的な義務が自動的に国内法に組み込まれるか否か、な

ど） 

 

 

8.2 データ収集：洪水管理に関する法律文書の一覧表 

 

 RLAT の 2 番目の要素、すなわちデータ収集は、国レベルおよび、当てはまる場合には国

際レベルの洪水管理に関するすべての法律文書を特定することを目指す。ここでの目的は、

法律および規制関連を詳細に分析することではなく、単純に、一定の種類の洪水管理に関

する法制度および慣習を特定することである。ただし、国際関連の知識がどの程度必要と

なるかは様々である。 
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国際的な法律文書 
 

 第一に必要なことは、国レベルでの政策決定および活動に影響を与えることがある法的

義務および自主的規範（ソフトロー）を扱う文書にどのようなものがあるかを割り出すことで

ある。このためには、その国が加盟している条約や維持してきたソフトロー文書を調査する

必要がある。その目的は、国が履行すべき国際的および地域的義務、ならびにこれらの義

務を国内事情に適応させる最善の方法を検討することである。国際的な法律文書に規定さ

れていたり取り込まれていたりする一定の原則は、特にその国が連邦政体を有している場

合、関連性があり有効である。これらの原則は、国内の一つまたはそれ以上の流域が通常

状態で外国と流域を共有している場合、さらに関連性が高まる。これらの文書の活用範囲

に関しては、後に考察する。当該文書が有効な場合に、国の洪水管理の実施方法に影響

を与えることとなる国際的な法律文書の概要と、国際的な洪水管理問題との関連について、

表 1 に示す。注目されるのは、ほとんどの場合、主要な全国洪水管理政策とその結果立て

られた法律が、その国の意思決定手順と必要性によって作られている点である。しかし、国

際的義務は考慮しなければならず、国内法の枠組みを策定する際、とくに洪水または河川

法に関する経験が不足している場合には、国際法の一般原則、たとえば 1997 年国連水路

条約や、1992 年国連/欧州経済委員会（UNECE）国際水条約の原則を「補助」的に利用で

きることがある。 

 

国内法律文書 
 

 第二に、その国の憲法が洪水管理に関する問題および様々な行政機関の間での責任分

担について何を規定しているかを判断する必要がある。たとえば、国は国民を保護する義

務を有するなどといった規定である。憲法以外に、洪水管理計画を実施するために利用さ

れる可能性がある法律文書の種別は多岐にわたる。そのような洪水管理に関連する法律

文書を特定する必要がある。後に相互参照できるように、全国の、また必要に応じて地域

別の法律や政令の一覧表を表 2 に記入しておくことができる。「注記」欄は、法律文書の現

状や、全体的な地理および実際上の対象範囲を示すために利用することが可能である。 

 

 法律文書の改訂の容易さは、内容の不変性が増すに従って低減する。とりわけ憲法は、

改正がもっとも困難である。通常、主要法規（関連事項の主要原則を取り扱うことが予想さ

れる）と準法規（通常は個別事項を取り扱う）は区別される。さまざまな種類の法令に付けら

れる名称および機能は国によって異なるが、主要法規の例には、法典、国法、制定法、指

令、条例などが含まれる。準法規には、規制（ただし、EU の関連においては見られない）、

規則、委任立法集、政令、命令などが含まれる。通常、準法規において取り扱われる事項

の変更は比較的容易であるため、簡易な立法手続きを経て策定される。政策規定と法的

規定の相違点は、理論上の区別ほど明確ではなく、したがってこのツールを用いた評価が

必要となる場合がある。国レベルの政策規定が実態上法律と同じような位置付けにある場

合には、特に必要となる。 

 

 また判例法は、現行法の基本的な規定だけでなく、改正に対する社会の適応に関する貴

重な評価を提供する。国によっては、聖典の司法解釈に依拠するために、判例法との関連

性が低い場合がある。判例法という形の司法解釈は、法律が実際に適用される方法を確

立する際に重要になる場合がある。 
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 さらに、洪水管理計画は、規制機関および地方自治体が公布する文書により規制される

場合がある。これらの文書がもつ拘束力の程度はさまざまである。たとえば、政策文書、指

針、優良事例集は、どのように意思決定が行われるのかを規定するものであり、必ずしも

法的に拘束力をもつものではないが、法廷での判断に関係することがある。地方自治体命

令および条例は、その特性上、拘束力を有する。 

 

 統合洪水管理は、基本的に、統合水資源管理全体の一部を成すものであり、生態系を考

慮した取り組みの概念を含み、利害関係者の参加を重視している。そのような特徴を踏ま

え、統合洪水管理に関係する国内法律文書には、洪水管理や水資源を直接取り扱う文書

だけでなく、土地利用、生態系の保護・保全、開発に対する人権、および意思決定への一

般利害関係者の参加などを対象とした文書が含まれる。したがって、この簡易な法制度評

価ツールを利用する場合、表 3 の最初の欄に記載された項目のうち一つまたはそれ以上

の事項に焦点を当てているか、影響を及ぼしている法律文書の収集に集中することが重要

である。この表は、関連性が高いと思われる分野を一覧できるようにしたもので、洪水管理

を支えているか関連している既存の法律文書を評価するために考慮する必要がある。留意

点として、洪水管理に関する問題がそのほかの関連した法律に含まれている場合もあるた

め、2 番目の欄に記されている関連性を念入りに検討しなければならない。データを収集す

る人は、単純に名称を照合するのではなく、内容が項目と合致していることを確認するのが

賢明であろう。項目の一覧表は、さまざまな項目分野における関連法律文書の検索に役立

つように網羅的に作成しているため、重複する場合もあることに注意していただきたい。 

 

 最後に、適用される法律は、成文法にのみ含まれているとは限らないことを認識しておか

なければならない。慣習法もきわめて重要な役割を果たすことがあるため、これを関連項

目の見出しとして示さなければならない。 

 

8.3 洪水管理に関する現行の法的枠組みのギャップ分析 

 

 簡易な法制度評価ツールの 3 番目の構成要素の目的は、上記で収集したデータの処理

である。前節で述べた様に、この（データ）分析は国内および国際的な側面に分けられる。

国際協定が従っている原則に関する分析は、近隣諸国の相互理解の向上に貢献し、もっと

も重要で関連性が高い枠組みを設定する点で役立つであろう。表 4 に記載されている分析

は、国際文書に関連する一連の基本的質問から構成されている。また国内法に関連するも

のは、表 5 に示している。 

 表 4 および 5 に要約した基本的質問に対する回答が肯定的であるということは、現行の法

的枠組みにおいて、洪水管理の統合的取り組みを支えることが出来る一定の要素がある

ことを示している。このような場合、注記欄には、法規定の実施状態や、後で更新の必要性

がある場合は、その旨を記入しておく必要がある。表1および2に記載されたそれぞれの法

律文書との相互参照を可能な限り記載しておくべきである。否定的な回答は、法律の中に

ギャップがあることを示唆する。「注記」欄は、望ましい改正に関する考えられる推奨事項を

含めるべきであろう。この欄は、それぞれの法律文書の有無とその法的事項に関する対応

を説明するために活用するとよい。注記の例として、承認されなかった初期の法案や、法的

強制力の不足などの理由によって実施されなかった現行法に関する記載などが含まれる。 
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 前述の作業を行うことによって、改正が望まれる分野が容易に明確になるはずである。簡

易な法制度評価ツールは、結果をあらかじめ定めることを目指すのではなく、当事国がもっ

とも適切な問題に取組み、もっとも効果的な改正を行えるようにするものである。必要に応

じて、最後の欄のコメントを別個に編集すれば、法改正を導入する論拠や理由を示すこと

ができる。またギャップ分析は、法改正手続き後の段階において関与すべきさまざまな政

府省庁および機関の特定にも有効である。ここで念を押しておくが、専門家グループ内で

行われた簡易な法制度評価の結果は、その評価の信頼度を高めるとともに、改正手続きと

その後の実施段階への利害関係者の参加を促すためにも、さらに広範な利害関係者グル

ープの間で議論されなければならない。また、地域社会の価値観と伝統的な知恵を取り入

れるために、改正手続きに地域社会を参加させることも重要である。このように、評価の結

果は、省庁間の作業部会や、全国洪水管理会議など可能な限り広範囲な利害関係者によ

る公開での議論に提供する情報とも考えられる。 

 

8.4 機会、限度、および制約 

 

 ギャップ分析を完了した結果、現行の法規制の枠組みを改正する必要があると考えられ

る箇所においては、さらに広範な一定の政策上の検討事項を考慮しなければならない。こ

れらは可能な範囲で特定し、改正案の計画時に検討できるようにしておく。特定の方法が

すべてに適合するという考え方は、機能しないということを銘記しなければならない。法律

は、当事国独自の状況にもとづいて策定される。現地の条件に即した形で起草できないよ

うな法律モデルは、回避するべきである。しかし、国際レベルで実施されたもの、成功・失敗

事例の研究、関連のある指針または主要原則などを検討するのは有効である。 

 

 異常洪水事象が、洪水管理の法的、制度的な枠組みを改正する最大の政治的好機であ

ることは皮肉であり、自明の理でもある。しかしこれは、必ずしも自動的に洪水管理システ

ムの改善につながることにはならない。政治家らは、大規模洪水事象への政治的対応にお

いて、住民を安心させると同時に、持続可能な開発の長期的な観点に立つという微妙なバ

ランスを維持する必要がある。したがって、異常洪水の発生後、洪水防御の強化を求める

住民からの圧力が強まる中、政治指導者達はあまり目立たないかもしれない一連の洪水

管理の代替案には取り組まず、洪水「防御」政策を（再）採択し、（目に見える形で）洪水防

御への大規模な公共投資を行うだけで問題が解決できると訴えて、住民を安心させるとい

う誘惑に駆られるものである。したがってそのような事象が起こった時に、政治的な勢いを

利用し、それが均衡のとれた、あるいは統合された洪水管理の取り組みへの住民の支持

に繋げられるように、政治の側で準備しておくことが望ましい。その意味で、この簡易な法

制度評価ツールの適用は、異常洪水が発生する前に法制度改正要件を特定する際の補

助手段として利用できる。 

 

 効果的な実施、法令遵守、および執行に関して明確かつ曖昧さがなく、柔軟であると同時

に強固なシステムを作り出すことは重要である。実際問題として、またさまざまな理由によ

り、統合洪水管理を促進するために必要であると特定された改正を直ちに実施することは

不可能な場合がある。たとえば改正を行おうとしている国において、洪水管理分野におけ

る必要な改正を計画し、実施するための財政または制度的能力が不足していることがある。

改正手続きの結果、法的枠組みの中で予期し取組む必要があるさまざまな法律問題、たと

えば損害賠償責任などが生じることもある。統合洪水管理の改正案は、必然的にいくつか
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の関連省庁に影響を及ぼすため、それらの省庁間の協力は、成功に欠かせない要因であ

るが、なかなか協力が容易に得られない場合がある。法律執行部門が不十分であるなど、

国内の政治体制が貧弱なために法改正が阻害されることもある。国際河川流域の場合、

他の流域国との疎遠な関係も、改正プロセスの障害となる。 

 

 成功する法的枠組みとは、適応性が高く、明確な方向性を示すことによって状況変化に

対応できるものである。このような明確な法的指針の中で、詳細かつ法的拘束力のある管

理計画を策定する過程を継続的に行うことにより、望ましい適応能力を培うことができる。 
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表１．洪水管理に関連する国際的法律文書 

 

番

号 

法律文書 関 連 性 批 准 

（可・否） 

注 記 

Ⅰ．国際的な法律文書 

１ 国連憲章 
国際司法裁判所の法令に基づき、当事国は紛争を国際司法

裁判所に提出することに同意する。 

  

２ 

1997 年 国連国際水路の非航行利

用に関する条約 

 

本条約は国際的な河川およびそれらに関連する水の利用、保

護、保全および管理に適用される。 

  

３ 

1971 年 ラムサール条約「特に水鳥

の生息地として国際的に重要な湿地

に関する条約」 

締約国は、指定された河川に関して、湿地帯および同地の動

植物の保全に関する現行および将来の政策、および規制に対

する調整・支援に取り組むものとする。 

  

４ 

1972 年 UNESCO 世界遺産条約 

「世界の文化遺産および自然遺産の

保護に関する条約」 

文化遺産および自然遺産を確実に認定、保護、保存、整備な

らびに将来世代への伝承をおこなう。 

  

５ 1992 年 生物多様性条約 

締約国は、生物多様性の保護および持続可能な利用に関す

る事項を当該国に関連する計画および政策に組み込まなけれ

ばならない。締約国は、事業計画案および活動が生物多様性

に重大な悪影響を与える恐れのある場合、環境影響評価が必

ず行われるようにする。 

締約国の管轄または管理下における活動が、その他の国の

生物多様性に重大な影響を与える可能性が高い場合、締約
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国は通告、情報交換、及び協議対策を促進しなければならな

い。 

６ 1992 年 国連気候変動枠組条約 

気候変動の影響に対して適応するために、沿岸域管理、水資

源および農業、ならびに、とくにアフリカを含む地域での渇水と

砂漠化、および洪水の影響からの保護および再生のための適

切かつ統合的な計画を策定し、整備しなければならない。 

  

７ 1994 年 砂漠化対処条約 
締約国は、土地および水資源の再生、保全、および持続可能

な土地管理の促進を目指す。 

  

Ⅱ．地域の水および環境関連の法律文書 

A．UNECE 国連欧州経済委員会（例） 

１ 

1992 年 UNECE 

「国際水路の非航行利用法に関する

条約」 

国連欧州経済委員会による欧州地域の「枠組み」合意。 

締約国は国際水域の状態、国際的影響の防止、規制、および

削減のためにあらゆる対策を取らなければならない。あらゆる

国が条約締結可能である。 

  

２ 
1999 年 UNECE 

水と健康に関するロンドン議定書 

本議定書は、水管理の改善を通じた人間の健康の保護及び、

水に関連する病の軽減、抑制、防止に努める。 

  

３ 
1991 年 UNECE 

環境影響評価に関する条約 

本条約は特定の活動が環境に重大な影響を及ぼすことを防

止、削減および規制する対策をとることを義務付ける。 

  

４ 

2003 年 UNECE 

戦略的環境影響評価に関する議定

書 

締約国は、特定の公共計画（特別条令、水管理、土地利用計

画、および都市開発計画など）が環境に与える影響の評価を

行う。 

  

５ 

1992 年 UNECE 

産業事故の国境を越えた影響に関する

条約 

本条約は、国境を越えて影響を及ぼす可能性のある産業事故

の防止、対応、およびそれに対する備えを対象とする 
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６ 
2003 年 UNECE 

民事責任及び保障に関する議定書 

本議定書は、国境を越えた水域における民事責任、および産

業事故による影響に対する正確かつ迅速な補償を行える包括

的な体制を確立することを目的とする。 

  

７ 

1998年 オーフス条約 

「環境に関する情報へのアクセス、

意思決定における市民参加、司法

へのアクセスに関する条約」 

本条約に基づき、各締約国は環境情報へのアクセス権利の保

証、意思決定過程における市民参加および環境問題における

司法へのアクセスを確立するための仕組みを作らなければな

らない。 

  

８ 

2003 年 UNECE PRTR 議定書 

「化学物質排出移動量届出制度に

関する議定書」 

本議定書は、首尾一貫し、統合された全国レベルでの環境汚

染物質排出及び移動量届出を通じて、環境情報への市民の

アクセスを強化することを目的とする。 

  

B．欧州連合 （必要に応じて） 

１ 
EC 指令 2000／60 

新水枠組み指令 

ＥＵ加盟国内における内陸部の表流水、汽水、海水および地

下水保護の為の枠組みを規定するＥＵの法律文書。 

  

２ 
EC 指令 97／11 

環境影響アセスメント指令 

本指令は、環境に重大な影響を与える可能性のある公共およ

び民間事業（その他重要な河川工事、設備、構造物など）の環

境影響の評価を規定することを目的とする。 

  

３ 

EC 指令 2003／35 

EIA （環境影響アセスメント）およびＩ

ＰＰＣ （統合的汚染防止管理）指令

の改正 

本指令は、オーフス条約に基づいて生じる義務の施行を目的

とする。（特に、環境に関連する計画およびプログラムの作成

への住民参加の規定。すなわちＥＩＡの過程） 
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C．河川または流域別 

     

     

Ⅲ．二国間の水経済に関する法律文書 

     

     

Ⅳ．その他関連法律文書 

     

     

Ⅴ．ソフトロー法律文書 

 意思表明、覚書など    
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表２：洪水管理に関する国家的および準国家的な法令 

番

号 

法律文書 関 連 性 注 記 

Ⅰ．国家の主要法規 

 水法、災害管理法、河川法、他   

    

    

    

Ⅱ．国家の準法規 

 洪水管理計画、他   

    

    

    

Ⅲ．地方行政レベルの法令a 

    

    

    

    

                                                 
a
 連邦国家では特に、地方行政単位で成立された法律もこの欄に含めるべきである 
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表３：主題領域および統合洪水管理との関連性 

項目 関 連 性 現 行（有/

無） 

注 記 

Ⅰ．権利、権限および責任 

A. 健康環境、食物、仕事などを例とする個人の法的権利 「有/無」に説明を加える 

１．憲法 
B. 国民を自然災害の悪影響から守る国家義務 

（もし「有」と答え

たならば、表１

か ら の 参 照 番

号を加える 

 

A. 洪水発生時、洪水発生前の行動に関する土地所有者及び当局の責任と義務   

B. 紛争解決および司法解決へのアクセス   

C. 権利および義務の法的効力   
２．民事責任 

D. 法的強制力や説明責任が可能になる体制   

A. 当局が洪水防御活動用地や犠牲となる土地を洪水発生前または発生時に購入す

る権利 

  

B. 洪水防御活動および維持責任を持つ当局の私有地への立ち入り権   

C. 私有地所有者が補償を申し立てる権利   

３．強制買収および 

入手の権利 

D. 強制買収における資産評価   

４．罰 則 ダム、堤防、仮設防水壁のような洪水防御施設を破壊、損傷した時の罰則   

Ⅱ．水利用管理 

A. 流域管理から水資源管理への移行   

B. 洪水を考慮にいれた空間及び土地利用計画   

５．水資源利用／ 

管理設定 

C. 地上水および地下水の統合管理   
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D. 洪水発生時における汚染および排出防止対策   

E. 水文工事の許可   

F. 様々な水利用の優先順位格付け   

A. 下水道設備の計画・設計における流域洪水リスクの統合   
６．下水道設備 

B. 氾濫原における下水処理場の立地およびそのような施設の浸水防止   

A. 浚渫規制   
７．航行 

B. 航行に影響を与える工事の禁止   

Ⅲ．土地利用 

A. 氾濫原における開発の規制   

B. 洪水防御がされている氾濫原における開発の規制   

C. 意思決定過程における洪水への配慮   

D. 水資源計画との統合   

E. 地域計画と戦略的計画の調和   

８．都市部土地利用

／土地利用管理 

F. 氾濫原への主要/戦略的施設の敷地   

A. 洪水ピークを増加・減少させる土地利用慣行   

B. 洪水が原因の汚染を軽減・悪化させる土地利用慣行（例：化学薬品の保管、農薬

の使用、その他、懸濁液の破棄） 

  

C. 危機的な状況において農業用地を「犠牲」に浸水させる利用法   

D. 氾濫原での特定の水位、洪水期間に耐えられる農作物を栽培することへの経済的

誘因 

  

９．農業／森林利用／ 

管理 

E. 森林伐採の管理および許可   

A. 運河および水路の設計、配置に関して流域における自然排水の考慮   １０．灌漑と排水 

 B. 洪水緩和対策におけるかんがい・排水機構の役割   
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C. 排水路をまたがる建造物の工事の規準a   

１１．建築基準 
洪水危険地区における、新旧建築物（特に耐浸水構造）の洪水被害軽減基準（材質や

デザイン）の選定 

  

Ⅳ．統合と制度的取り決め 

A. 河川流域計画策定機関   

B. 機関の役割（例：洪水管理、環境管理、災害管理、地方当局）を定義し、権利、義務

および権限を設定する 

  

C. 利用可能な資源で役割を果たす能力   

D. 目標とするパフォーマンス基準を設定   

１２．機 関 

E. 機関およびメンバーの説明責任   

A. 利用可能な水文気象データ（無料か有料か）   

B. その他洪水管理機関との連携―情報交換の手順   

C. 気象データおよび水文データの提供機関の権利、義務、権限   

D. 予報エラーの責任   

１３．気象および 

水文学サービス 

 

E. 気候変動および気候の多様性の将来的な洪水リスク評価への反映   

A. 戦略レベルの意思決定における洪水管理およびその他関連政策の統合（流域・河

川計画策定） 

  

１４．戦略的計画策定 

B. 氾濫原にある戦略的・主要設備の敷地および防御   

A. 様々なレベルでの災害準備計画における全ての利害関係者の統合   

B. 地域住民の訓練などの準備活動および洪水対応活動への参加   

１５．災害管理／ 

市民レベルでの防御 

C. 災害対応、避難要請、避難所や要避難地域における公共安全に関する当局の役

割 

  

                                                 
a
橋や氾濫原にある住宅などの、自然の排水体系の上に建てられて、その排水能力に影響を及ぼす建造物 
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D. 災害計画および洪水管理計画における緊急医療サービスの役割   

E. 洪水対応策に参加した利害関係者への補償 

 

  

A. 新しいダム建設の基準   

B. 建設済みのダムの維持管理に関する基準   

C. 貯水池の操作規則   

１６．ダムの安全性 

 

D. ダム決壊時の非常対策や緊急対応手順   

A. ダム建設および洪水の貯水における役割   

B. 戦略的計画策定による認可の付与   １７．水力発電開発 

C. 洪水管理当局および下流地域との放流を調整する役割   

A. 意思決定の計画策定における住民参加   

B. 当局の洪水危険地域に関する住民の意識を高める責任   

C. 意思決定過程への利害関係者参加 例：都市開発   

D. 利害関係者により変更可能な決定事項   

１８．意思決定過程への

利害関係者参加 

および住民意識 

E. 決定に関する抗議   

A. 一般への情報の公開、および民間部門の情報公開に関する基準、手順、費用など

の規定 

  

B. 洪水リスク・洪水ハザードデータへのアクセス   

１９．情報への 

アクセス 

C. 利用可能な水文気象学データ（有料および無料）   

A. 意思決定の計画策定への統合   

B. 新規開発に対する保険提供   

C. 土地所有者への提供（土地購入とセットになっている/いない）   

D. 洪水リスクマップを利用した契約者のリスク評価   

２０．保 険 

E. 洪水防御作業の費用負担の責任は影響を受ける土地所有者か社会全体か？   
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F. 土地所有者に洪水被害を最小化する対策を取らせる基準を作成   

 

Ⅴ．環境／生態系保護 

A. 特別に自然的、考古学上重要な敷地の保護－洪水計画策定との統合   

B. 遊水地としての湿原利用   

C. 洪水関連汚染からの水生生態系の保護   

２１．自然保護 

／環境保護 

／特別保護地 
D. 動物救助計画策定   

A. 汚水システムおよび洪水発生時における汚水の制御   

B. 洪水の起こりやすい地域における有害性物質の保管および取り扱いに関する規定   

C. 拡散汚染の管理   

D. 下水設備の建設と洪水に対する配慮   

２２．汚染規制 

E. 管理基準の作成（汚染の悪化/最小化）   

A. 洪水による泥流および地滑りを軽減する役割   

B. 安定した斜面を維持し、洪水リスクを軽減する役割   

２３．侵食防止 

C. 斜面安定性および保水能力向上のために特定な植物を栽培する役割   

A. 海岸保全設備の建設、操作および維持   

B. 前浜での建設権利   

２４．海岸保全 

（海岸若しくは内陸の大

きな湖に関連） C. 前浜や沿岸での構造物建設における洪水リスクへの考慮の統合   

A. 洪水に対する考慮は含まれているか？   

B. 氾濫原の開発   

２５．環境影響評価／戦

略的環境評価 

C. 洪水に対する考慮の戦略的環境評価への組込み   
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表４：現行の国際的な法律文書を踏まえてのギャップを特定するための主要質問 

 

 課題および関連性 主な質問 ○／× 注 記 

１．排水域単位での取り組みは採用されているか？   

２．土地と水の関連性は関係する流域協定および部分流域協定によって認識され、

明確に定義されているか？ 

  

３．地表水と地下水の関連性は認識されているか？   

Ｉ 

範囲： 

資源の地理的利用に

関するものでどの流域

内の協定によっても明

確に定義されるべき ４．公平および合理的な利用のルールは適用されるか？   

１．重大な被害を防止するためのあらゆる適切な対策を取る責任があるか？   

２．水生生態系を保護する規定は存在するか？   
II 

実体： 

利用および保護されて

いる国際河川の権利

と義務に関するもの 

３．締約国同士が定期的に情報およびデータを交換する義務が存在するか？   

１．国境を越えた水域における評価とモニタリングを共同で実施する義務が存在す

るか？ 

  

２．締約国が共同で調査、検討、研究を実施し、交流する義務が存在するか？   

３．締約国が洪水管理対策を共同で実行する義務が存在するか？   

４．締約国が、重大な悪影響を与える可能性がある対策計画に関して相互に通知

する義務が存在するか？ 

  

５．締約国の新たな活動計画策定時には環境影響評価が実施される必要がある

か？ 

  

６．水資源管理計画を共同で策定する義務が存在するか？   

７．個人が情報にアクセスする権利はあるか？   

III 
手続上の規則と： 

締約国の実体的な義

務および権利を履行

する規定に焦点を当て

る 

８．意思決定過程に個人が参加する権利はあるか？   
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９．洪水予測及び洪水警報の連絡における共同体系は存在するか？   

１０．流域洪水活動計画が存在するか？   

１１．洪水の悪影響を軽減するための相互支援過程は存在するか？   

１２．流域レベルにおいてコンプライアンス戦略は存在するか？   

III 

手続上の規則と仕組

み： 

締約国の実体的な義

務および権利を履行

する規定に焦点を当て

る 

１３．流域委員会は存在するか？   

１．存在するとすれば、流域委員会の責任には洪水管理も含まれているか？   

IV 

制度的取り決め： 

締約国間において共

有する国際河川での

協力のため制定され

た制度に関するもの 

２．締約国には、紛争を交渉およびそのほかの外交的手段によって解決する義務

が存在するか？ 

  

１．事実関係を調査する合同委員会の設置義務が存在するか？   

V 

紛争解決：締約国間に

おける紛争解決の過

程に関するもの 

２．強制仲裁あるいは司法的解決を通じて紛争解決を行う義務が締約国に存在す

るか？ 
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表５．既存の国内の法的枠組みを踏まえてのギャップを明確にするための主要質問 

 

 課題および関連性 主な質問 適 用性 注 記 

１．流域レベルによる水資源管理は実施されているか？   

２．流域レベルで取り組む水資源管理全般、特に洪水管理に関する調整機構が存

在するか？ 

  

３．独立した土地利用管理体制が存在するか？市街地および農業地域での体制は

存在するか？ 

  

４．森林・伐採活動は効果的に認可され、農業のベスト・プラクティスが実施されてい

るか？ 

  

５．国際的義務が国家レベルでの法律文書に組み込まれているか？   

６．洪水管理の影響をうける可能性のある活動、また洪水管理に影響を及ぼす可能

性のある活動を計画策定、実行する際に、洪水管理上の課題が考慮されているの

か？ 

  

７．洪水保険が一般的に加入可能で、他の損害保険と一括で販売されているか？   

８．個人的・組織的な活動に洪水に対する考慮を取り入れることへの、財政的報奨

は存在するか？ 

  

９．生態系保護規定が整っているか？   

１０．洪水被害を最小化する建築統制規制の基準が整っているか？   

１１．国家計画策定の中で予想される気候変動の影響は考慮されているか？   

I 統 合 

１２．異なる行政規模での全体的なリスク評価は洪水危険要素とともにその他関連

する危険要素も含んでいるか？ 

  



 77

 

 課題および関連性 主な質問 適 用 注 記 

１．災害管理体制は存在するか？   

２．災害管理体制に地域社会の行動計画は組み込まれているか？   

３．洪水リスクが増加している地域において洪水リスクに関する意識を形成する対策

が整っているか？ 

  

４．災害管理対策が整備され、その効果をテストし、維持するために利害関係者が

参加する定期的な訓練が行われているか？ 

  

５．地域社会は洪水防御および洪水対応に参加しているか？またどの程度まで参

加しているか？ 

  

６．あらゆる利害関係者および関係者の様々な行政レベルにおける洪水管理の意

思決定過程への参加は十分なものであるか？ 

  

II 参 加 

７．土地利用管理・土地利用計画策定過程において効果的に利害関係者が参加し

ているか？ 

  

１．情報（環境に関する情報も含む）への法的執行力があり適切なアクセス権がある

か？ 

  

２．他の流域国と定期的かつ包括的な情報交換を行う効果的な仕組みが存在する

か？ 

  

３．住民に対して洪水リスクまたは洪水被害軽減に関する住民の役割を教育する対

策が整っているか？ 

  

４．他の関連機関とのデータ交換のための、データ収集に関する明確な責任が明確

な手順とともに定義されているか？ 

  

III 情 報 

５．天候と水文に関するモニタリングネットワークが整っているか、また悪条件の中で

も情報を提供することが可能か？ 
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 課題および関連性 主な質問 適 用 注 記 

６．データ収集者、データ解釈・予測者および災害管理当局者と（洪水の）影響を受

ける住民との間に明確な連絡方法は定義されているか？ 

  

７．住民は洪水ハザードマップを利用できるか？   

８．住民は災害管理計画を入手することが可能か？   

９．民間および国営放送局は洪水警報の報道において援助をする義務があるか？   

III 情 報 

１０．洪水警報があらゆる災害に対応する全体的な市民レベルの防御システムに組

み込まれているか？ 

  

１．情報へのアクセス権（オーフス条約下における環境に関する情報）は法的執行力

があるか？ 

  

２．地方当局の私有地に対する工事、調査、維持管理のために立ち入る権利は明

確に定義されているか？ 

  

３．洪水防御に関する建設費用、維持管理費用を誰が負担するのか？   

４．紛争解決やそのプロセス（理論、実践、独立した司法、利用可能性、他）の仕組

みは整っているか？ 

  

５．制度的な義務および個人的な義務および権限が不足、重複、混乱なしに明確に

規定されているか？どの程度されているのか？ 

  

６．制度的な権限と義務は釣り合っているか、またそれぞれの適切な手段が存在す

るか？ 

  

７．権利及び権限と相関関係にある義務は実際に強制可能か？   

８．権利の執行に関して明確な体制が存在するか？   

IV 権利、権限、義務 

９．必要に応じて独立した法廷での係争は可能か？   
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responding to foreseeable flood conditions. 4. In addition to contingency plans, cooperation in respect to flood control shall, by agreement 

between affected States and when appropriate international organisations, include among other matters: • The collection and exchange of 

relevant data; • The preparation of surveys, investigations, studies, and flood plain maps and their mutual exchange; • The planning and 

designing of relevant measures, including flood plain management and flood control 

works; • The execution, operation, and maintenance of flood control measures; • Flood forecasting and communication of flood warnings; • 
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and • The setting up of a regular information service charged to transmit the height of water levels and the 
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付属書 国際的な法律文書の種類 

出典：http://untreaty.un.org/English/guide.asp 

 

Treaties (条約) 

 「treaty(条約)」とは、一般的な用語または一定の特徴を持つ文書を指す特定の用語として

用いることができる。 

 

（a）一般名称としての「treaty」： 

 「treaty」は、正式名称の如何を問わず、国際機関の間で締結され、国際法にもとづいて拘

束力を有するすべての文書を含めた一般的な用語として通常に用いられてきた。1969 年ウ

ィーン条約（条約法に関するウィーン条約）および 1986 年ウィーン条約（国と国際機関との

間又は国際機関相互の間の条約についての法に関するウィーン条約）は、「treaty」の一般

的用法を承認している。1969 年ウィーン条約の定義によると、treaty とは、「国の間において

文書の形式により締結され、国際法に従う国際的な合意（単一の文書によるものであるか、

関連する二つ以上の文書によるものであるかを問わず、また、名称のいかんを問わない）を

いう」。1986 年ウィーン条約は、treaty の定義を拡大し、国際機関が当事者として関与する

国際的な合意を含めるようにした。一般的な用語として「treaty」を使うためには、文書はさ

まざまな基準を満たしていなければならない。第一に、当該文書は、締約当事者が法的権

利および義務を設定する意思を有することを示す、拘束力のある文書でなければならない。

第二に、当該文書は、条約締結能力を有する国または国際機関によって締結されなければ

ならない。第三に、当該文書は、国際法に従わなければならない。最後に、締結は書面によ

って行わなければならない。1969 年ウィーン条約以前においても、一般的な意味の「treaty」

は、概して書面によって締結された取り決めを示す用語とされていた。 

 

（b）特定な名称としての「treaty」： 

 国の慣習によって「treaty」を国際的な文書の名称として使用する場合に関する一貫した

規則はない。通常、「treaty」という名称は、比較的正式な合意を必要とする重大な事項のた

めに確保されている。それらの署名には、通常、捺印が伴い、一般的には批准が必要であ

る。「treaty」と称する国際的な文書の一般的な例としては、平和条約、国境条約、国境画定

条約、犯罪人引渡条約、および友好・通商・協力条約などがある。この数十年において、国

際文書における「treaty」の使用はかなり減少し、ほかの用語が好まれるようになった。 

 

Agreements (協定) 

 「agreement(協定)」は、一般的および特定の意味をもつことがある。またこの用語は、地域

経済統合の法律における特別な意味を得た。 

 

（a）一般名称としての「agreement」： 

 1969 年条約法に関するウィーン条約は、「international agreement(国際協定)」という用語

をもっとも広い意味で用いている。このウィーン条約は、一方で、条約とは一定の特性を備

えた「international agreements」であると定義している。他方、このウィーン条約では、「条

約」の定義を満たさない文書を指して「international agreement (国際的な協定)」という表現

を用いている。また第 3 条でも、「文書の形式によらない国際的な協定」に言及している。こ

のような口頭での「agreement」はまれな例と考えられるが、当事者の意思によっては、条約

と同様の拘束力をもつことが可能である。口頭の「agreement」の例としては、二国の外務大

臣の間で交わされた約束が挙げられる。したがって、一般的な意味での「international 

agreement」は、もっとも広い範囲の国際的な文書を含む。 
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（b）特定な名称としての「agreement」： 

 「agreement(協定)」は通常、「条約」と比較して、それほど正式ではなく、せまい範囲の主

題を取り扱う。一般的な傾向として、二国間または限られた数の多国間条約に「agreement」

という名称が用いられる。とくに、政府代表によって署名されるが批准を条件としない、技術

または行政関係の文書に用いられる。一般的に「agreement」は、経済、文化、科学および

技術的協力に関する事項を取り扱う。または、二重課税防止、投資保証、財政援助などの

財政関連事項を取り扱うことも多い。国連およびそのほかの国際機関は、定期的に、国際

会議や代表機関の会議の主催国と合意を締結している。とくに国際経済法においても、

「agreement」は、商品協定など広範囲に及ぶ多国間の協定の名称として用いられる。

「agreement」の使用は、今世紀の前半にゆっくりと広まった。現在では、国際文書の大多数

に「agreement」の名称が付されている。 

 

（c）地域統合体制における「agreement」： 

 地域統合体制は、憲法的な性格をもつ一般的な枠組み条約にもとづいている。後の段階

にこの枠組みを修正する国際文書、たとえば加入や改訂なども「条約」と名付けられる。憲

法条約の枠組み内において、あるいは地域団体の機関によって締結される文書は、憲法条

約と区別するために、通常、「agreement(協定)」と称される。たとえば、1957 年ローマ条約は、

欧州共同体の準憲法としての役割を果たしているのに対して、欧州共同体がそのほかの国

と締結した条約は、「agreement」と名付けられている。また、1980年モンテビデオ条約によっ

て中南米統合連合（LAIA）が設立されたが、その枠組みにもとづいて締結された小地域的

な文書は、「agreement」と呼ばれている。 

 

Conventions (条約) 

 「convention(条約)」は、一般的な意味および特定の意味を有することがある。 

 

（a）一般名称としての「convention」： 

 国際司法裁判所規程の第 38 条（1）（a）は、国際慣習の規則および国際法の一般原則と

は別に、「一般または特別の国際条約」も法源として挙げ、また二次的な法源として、裁判

上の判決および最も優秀な国際法学者の学説を挙げている。「convention」の一般的な用

法には、「treaty」の一般的な用法と同様に、すべての国際協定が含まれる。「Black letter 

law」も、国際法のそのほかの法源（慣習法や、国際法の一般原則）と区別するために、一般

的に「条約法」と呼ばれる。したがって、「convention」の一般的用法は、「treaty」の一般的

用法と同義である。 

 

（b）特定な名称としての「convention」： 

 前世紀において、「convention」は一般的に二国間協定 (bilateral agreements) に対して

用いられていたが、現在では一般的に、多数の当事者との正式な多国間条約の場合に用

いられる。「convention」は、通常、国際社会全体、あるいは多数の国の参加が自由である。

通常、国際組織のもとで交渉された文書、たとえば 1992 年生物多様性条約、1982 年国連

海洋法条約、1969 年条約法に関するウィーン条約などは、「convention」と称されている。国

際機構の機関によって採択された文書に関しても同様である（たとえば、国際労働総会によ

って採択された、1951 年同一価値労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する

ILO 条約や、国連総会によって採択された、1989 年子どもの権利条約など）。 

 

Charters (憲章) 
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 「charter(憲章)」は、国際機構の憲法条約など、とくに正式かつ重大な文書に用いられる。

この用語自体が 1215 年のマグナカルタに遡ることから感情に訴えかけるような意味がある。

よく知られた最近の事例として、1945 年国連憲章、および 1952 年米州機構憲章がある。 

 

Protocols (議定書) 

 「protocol(議定書)」は、「treaty」や「convention」と題されたものほど正式ではない合意文

書に用いられる。この用語は、以下の種類の文書を対象として用いられることがある。 

 

（a）署名議定書 (protocol of signature) とは、条約に付随する文書であり、同一の当事者

によって策定される。この種の議定書は、条約の特定条項の解釈や、条約に挿入されなか

った公式な条項、あるいは技術的事項の規定など、付随的な事項を取り扱う。その特質上、

当該条約の批准には、このような議定書の批准も必然的に伴うのが常である。 

 

（b）条約の選択議定書 (optional protocol to a treaty)とは、条約への追加的な権利と義務

を定める文書である。これは通常、同一の日に採択されるが、独立した性格を有し、独立し

て批准されることがある。このような議定書によって、条約の一定の当事者はそれぞれ、必

ずしも一般的な条約のすべての当事者が同意する訳ではない、一般的な条約よりもさらに

踏み込んだ義務の枠組みを確立することが可能になり、それによって二層制度が生じる。

1966 年市民的及び政治的権利に関する国際規約の選択議定書は、よく知られた例であ

る。 

 

（c）枠組み条約に基づく議定書 (protocol based on a framework)とは、先行する枠組みまた

は包括的条約の全般的な目的を実施するための特定の実体的義務を記載した文書である。

このような議定書は、条約策定過程を確実に簡便化および迅速化するものであり、とくに国

際環境法の分野において用いられてきた。その一例は、1985 年オゾン層の保護のための

ウィーン条約の第 2 条および 8 条にもとづいて採択された 1987 年オゾン層を破壊する物質

に関するモントリオール議定書である。 

 

（d）改正議定書 (protocol to amend) とは、一つまたは様々な先行条約を改正する条項を

含む文書である。たとえば、麻薬に関する協定、条約及び議定書を改正する 1946 年議定書

がその例である。 

 

（e）条約の補足議定書 (protocol as a supplementary treaty)とは、先行条約に対する補足

条項を含む文書である。たとえば、1951 年難民の地位に関する条約の 1967 年難民の地位

に関する議定書がその例である。 

 

（f）議事録 (proc･s-verbal)とは、締約当事者が達した一定の理解の記録を含む文書であ

る。 

 

Declarations (宣言) 

 「declaration(宣言)」は、さまざまな国際文書に用いられる。しかし「declaration」は、必ずし

も法的拘束力をもつものではない。この用語は、当事者らが法的義務を定める意思はもた

ないものの、単に何らかの抱負を宣言したいことを示すために意図的に選ばれることが多

い。一例として、1992 年リオ宣言が挙げられる。ただし「declaretion」は、国際法において拘

束力を有することを意図した一般的な意味での条約である場合もある。従ってそれぞれの

場合に当事者が拘束力を生ぜしめようとしているのかを、はっきりさせる必要がある。当事
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者の意思の確認は、困難な課題であることが多い。「declaration」と称するいくつかの文書

には、当初は拘束力を有する意図がなかったものの、その条項が国際慣習法を反映してい

たり、後に慣習法として拘束力の性質を得たりしたものもある。1948 年世界人権宣言がそ

の例である。拘束力を生じることを目的とした宣言は、次のように分類される。 

 

（a）宣言が本来の意味での条約 (treaty) である場合がある。重要な例として、1984 年の香

港問題に関する中英共同声明がある。 

 

（b）解釈宣言 (interpretative declaration) とは、条約 (treaty) に付属し、その条項を解釈

または説明する目的をもつものである。 

 

（c）宣言は、重要性が低い事項に関する非公式な合意文書である場合もある。 

 

（d）一連の一方的宣言により、拘束力をもつ協定を制定することが可能である。その一般的

な例は、国際司法裁判所規程の選択条項にもとづく宣言であり、宣言者らが直接相互に向

けて提出したのではないにもかかわらず、宣言者間に法的拘束力が生じる。もう一つの例

は、1957 年にエジプトによって公布されたスエズ運河およびその運用の取決めに関する一

方的な宣言である。この宣言は、国際的な取り決めであるとみなされた。 

 

Memorandums of understanding (覚書/MOU) 

 「MOU (覚書)」とは、公式に準じる種類の国際文書である。覚書は、国際協定枠組みにも

とづく運用上の取決めを記載することが多くまた、技術的あるいは詳細な事項の規定にも用

いられる。一般的に、覚書は単一の文書の形式により、批准を必要としない。国または国際

機関によって締結される。国連は通常、加盟国との間で、平和維持活動を組織したり、国連

会議を執り行うために覚書を締結する。また国連は、ほかの国際機関との協力に関する覚

書も締結する。 

 

Modus vivendi (暫定協定) 

 「modus vivendi(暫定協定)」とは、さらに永続的かつ詳細な性格を有する文書に置き換え

られる予定で、国際的合意を記録する一次的または暫定的な文書である。暫定協定は通常、

非公式な方法で策定され、批准を必要としない。 

 

Exchange of notes (交換公文) 

 「exchange of notes(交換公文)」とは、日常的な合意の記録であり、私法上の契約と多くの

類似点をもつ。この合意は、2 通の文書の交換によって構成され、それぞれの当事者は、他

方の代表者によって署名された文書を1通ずつ保管する。通常、受理国は同意したことを記

録する目的で、提案国によって示された文章を反復する。書簡の署名者は、政府閣僚、外

交官、または省庁の長官の場合がある。交換公文の方法は、迅速な手続きであることと、と

きには議会の承認過程を回避するためのいずれかの理由によって頻繁に利用される。 

 


